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１ はじめに

(1) 背景

人口減少や少子高齢化、東日本大震災津波における暮らしの再建、近年の主要魚
種の不漁など、本県が抱えていた地域課題に加えて、新型コロナウイルス感染症の感
染拡大に伴う観光業などの産業への打撃や消費の落ち込みなど、本県の経済・社会
は大きな影響を受けました。

今後、一層人口減少・高齢化が進展する中で経済成長を実現するには、行政をはじ
め、商工業、観光産業、農林水産業、建設業などの産業における生産性の向上や子
育て、教育、医療、介護分野等を含むあらゆる分野で改革・変革が不可避となってい
ます。

こうした中、近年、デジタル技術が急速に進展し、多方面で利活用が進んでいます。
また、テレワークをはじめとする多様な働き方も進んでいます。一方で、県内の自治体、
産業等におけるデジタル化の取組状況は、全国と比較して遅れが見られます。

こうしたことから、本県においては、いわて県民計画（2019～2028）第２期アクションプ
ランにおいて、人口減少対策に最優先で取り組み、ＤＸを重点事項の１つとして取組を
強化することとしています。
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○ 国の動向

国においては、少子高齢化の進行とそれに伴う生産年齢人口の減少、大都市への
人口の集中など、社会構造の変化に伴う社会課題などを解決するために、デジタル化
の取組を加速しています。

2【出典：内閣官房情報通信技術（ＩＴ）総合戦略室「ＩＴ新戦略の概要」に令和２年以降の動向等を追記】

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ改革関連法
(令和3年5月)

○ﾃﾞｼﾞﾀﾙ庁設置
(令和3年9月)

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ田園都市
国家構想の実現に
向けた基本方針
(令和4年6月)

・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ社会の実現に
向けた改革の基本方針

・自治体DX推進計画
(令和2年12月)

（令和3年9月改定）

取組の加速

１ はじめに



○ DX （デジタルトランスフォーメーション）とは

「DX」は、スウェーデンの大学教授のエリック・ストルターマンが提唱した概念で、「デ
ジタル（Digital）」と変革を意味する「トランスフォーメーション（Transformation）」により
作られた造語で、「ICTの浸透が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させる
こと」を意味します。

DXは、単にICTを利活用し、業務の効率化などを目的としたデジタル化とは異なりま
す。

一般的にデジタル化は、アナログからデジタルへの置き換えで、例えば、電話やFAX、
書類などは、メールやチャット、電子ファイルに置き換えられます。

一方、DXは、データとデジタル技術を手段として用い、個々の業務の中だけではなく、
異なる分野、組織の壁を越えて、これまでの業務のやり方を抜本的に見直すものであ
り、これにより、新たな価値の提供や生産性の向上を実現させるものです。

このため、今後、人口減少・高齢化が進展する中で生産性を向上させるためにDXが
必要とされています。
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【出典：令和２年12月経済産業省DXレポート２（中間とりまとめ）】

【ＤＸの構造】
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〔デジタイゼーション〕
給付金の申請書類（紙：アナ
ログ）のデジタルデータ化

〔デジタライゼーション〕
デジタルツールを使用し、デジ
タル化した申請データから給
付金額を自動計算

【例】

〔DX〕
電子申請により、住民が役所
に出向くことなく、自宅から給
付金の申請手続を完了
・住民に対する新たなサービス
の提供
・行政側の事務の効率化

１ はじめに

DXの実現には、デジタイゼーション、デジタライゼーション、デジタルトランスフォー
メーション（DX）の３つのステップが示されています。



【自治体ＤＸ推進計画第2.0版（概要）】

自治体における施策を効果的に実行していくため、自治体が重点的に取り組むべき
事項・内容を具体化するとともに、国による支援策等を取とりまとめた「自治体DX推進
計画」を策定しました。
自治体は自治体DX推進計画に沿ってDXの取組を進めていきます。
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項目 内容

自治体におけるDXの推進体制
の構築

・組織体制の整備
・デジタル人材の確保・育成
・計画的な取組
・都道府県による市区町村支援

自治体DXの重点取組事項 ・自治体の情報システムの標準化・共通化
・マイナンバーカードの普及促進
・自治体の行政手続のオンライン化
・自治体のAI・RPA の利用推進
・テレワークの推進
・セキュリティ対策の徹底

自治体DXの取組とあわせて取
り組むデジタル社会の実現に向
けた取組

・デジタル田園都市国家構想の実現に向けたデジタル実装の
取組の推進、地域社会のデジタル化
・デジタルデバイド対策
・デジタル原則に基づく条例等の規制の点検、見直し

１ はじめに



(2) 岩手県の主な現状・課題

・本県では、近年毎年１万人程度の人口減少が続いており、人口減少・少子高齢化が
進行しています。国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、岩手県の人口は
2040年に96万人程度、15歳から64歳までの生産年齢人口が人口の50％にまで減少
し、その後も減少が続くと試算されています。（図中①）

6
【出典：岩手県人口ビジョン（令和２年（2020年）３月）から抜粋】

国立社会保障・人口問題研究所

１ はじめに
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１ はじめに

・医療分野では、本県の人口10万人当たりの医師数は全国と比較して低い水準にあり、

県北・沿岸地域の医師不足など医師の地域偏在の問題や、産科や小児科などの特

定診療科の医師不足が続いており、患者、医療従事者の負担軽減を図るため、遠隔

で診療を受けられる体制の整備が必要です。

・県内の小中高等学校では統廃合が進んでおり、中山間地域の多い本県では、遠隔

教育の充実等により、小規模校においても生徒のニーズに応じた質の高い授業等を

提供していく必要があります。また、教職員のICT活用指導力の向上を図る必要があ

ります。

・県内の中小企業においては、人口減少・少子高齢化が進む中で、どのように生産性

を高めていくか、地域ブランドの創出や新たな価値の創造により競争力強化・収益力

向上を図るか、それらに対応できる人材を育成・確保していくかという多くの課題を抱

えています。そして、人材においては、イノベーションの創出やこれらの課題解決の鍵

となるDXに取り組むにあたり、デジタル技術・データを活用できる人材の確保は重要

な課題となっています。



・本県におけるＩＣＴ利活用・デジタル活用の主な現状・課題
〔岩手県ＩＣＴ利活用推進計画（平成31年度～令和４年度）における取組〕

≫令和３年度末時点で、計画中で具体的な目標値を設定している63取組中、情報通信
基盤の整備や各分野におけるＩＣＴ導入など、42の取組で目標を達成しました。

≫県内の携帯電話網の人口カバー率は、令和元年度末で99.86%まで整備が進みま
した。今後は、デジタル実装を支える５Ｇなど、ＤＸを推進するための基盤を整備す
る必要があります。

≫県内の光ファイバの整備率（世帯カバー率）は令和２年度末で97.6%となっており、令和
３年度末までに、整備を希望する県内の全市町村で光ファイバ整備が完了しました。

≫本県独自のICTアドバイザーの派遣やセミナー開催等、市町村の取組の支援を行い、
情報発信、キャッシュレス決済、遠隔見守りサービスなど、市町村のICTを利活用し
たサービス数は順調に増加していますが、今後も引き続き、小規模自治体を中心に、
デジタル化の取組が進んでいない自治体を支援していく必要があります。

≫新型コロナウイルス感染症に伴い、「介護ロボットの導入支援による介護労働環
境の改善」の取組における介護ロボット導入補助台数の増加や、「電子申請・届
出等システムの利用促進」の取組における利用件数の増加等、感染症対策にも
繋がる取組が加速する一方、「ＩＣＴ人材を育成する取組の支援」はセミナー・イベン
トの開催中止、「SNS等を活用した観光情報の発信と受入態勢の充実」の取組は宿
泊者数の減少等により未達成となりました。
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≫i-Constructionの導入による建設現場の生産性向上（ICTを活用した県営建設工事
の実施件数）や、農林水産業における生産性・収益力の向上（環境制御技術導入経
営体数）等、産業分野におけるICT利活用の取組が着実に進んできています。

≫県民の生活に密接に関わる行政手続、医療、教育等の分野においては、自動車
保有関連手続ワンストップサービス（OSS）の利用促進（OSSの利用率）、小児医
療遠隔支援システムを活用した小児医療体制の強化（システム利用回数）、授業
でのＩＣＴ利活用や学校のＩＣＴ環境整備による教育の情報化の推進（ＩＣＴ機器を活
用して効果的な教材研究や授業をすることができる高校教員の割合）等、実績の
更なる向上や目標達成に向けた取組強化が必要となっています。
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人口減少・少子高齢化をはじめとした多くの課題を抱える中、デジタル技術は急速
に発展しており、デジタルは課題を解決する鍵の一つであり、新たな価値を生み出す
源泉です。

ＩＣＴ活用の次の段階として、デジタル技術を活用し、ＤＸを積極的に推進していくこ
とが必要です。また、広い県土の岩手県においては距離のデメリットを解決する手段
としても大変有効であり、今後、行政手続や医療、教育等の多岐にわたる分野で推
進していきます。



(1) 計画策定の趣旨

いわて県民計画（2019～2028）第２期アクションプランにおいては、人口減少対策に

最優先で取り組むこととし、計画期間の４年間に取組を強化する項目として、４つの重

点事項を掲げています。

重点事項１：男女がともに活躍できる環境づくりを進めながら、結婚・子育てなどライ

フステージに応じた支援や移住・定住施策を強化します。

重点事項２：ＧＸ（グリーントランスフォーメーション）を推進し、カーボンニュートラルと

持続可能な新しい成長を目指します。

重点事項３：ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）を推進し、デジタル社会における

県民の暮らしの向上と産業振興を図ります。

重点事項４：災害や新興感染症など様々なリスクに対応できる安全・安心な地域づく

りを推進します。

本計画は、デジタル技術やデータを有効に活用し、ＤＸにより、「いわて県民計画

（2019～2028）」を効果的に推進するため、ＤＸ推進の方針や具体的な取組を示すこと

を目的として策定するものです。

(2) 計画期間

2023年度から2026年度までの４年間を計画期間とします。
10

２ 計画策定の趣旨・位置付け



(3) 計画の位置付け

・いわて県民計画（2019～2028）の個別計画に位置付けます。

年度 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

長期ビジョン

第１期アクションプラン 第２期アクションプラン
第３期
アクション
プラン

岩手県ＩＣＴ
利活用推進計画

岩手県ＤＸ推進計画

い
わ
て
県
民
計
画

（
２
０
１
９
～
２
０
２
８
）
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２ 計画策定の趣旨・位置付け

・「岩手県ＩＣＴ利活用推進計画」に引き続き、本計画を官民データ活用推進基本法
第９条に基づく「官民データ活用推進計画」に位置付けます。

次期計画



行政の
ＤＸ

産業の
ＤＸ

社会・暮らしの
ＤＸ

DXを支える基盤整備

業務の効率化
行政サービスの向上

産業の生産性向上
産業の高付加価値化

県民の利便性向上
新しい暮らしの実現

最先端のデジタル技術の活用
誰もがデジタルを利活用できる環境の整備
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【目指す姿】

ＤＸの推進により、県民一人ひとりが
快適に暮らすことができ、幸せを実感できる

「お互いに幸福を守り育てる希望郷いわて」

(1) 基本方針

目指す姿の実現に向け、４つの取組方針｢行政のＤＸ｣、｢産業のＤＸ｣、｢社会・暮らし
のＤＸ｣、｢ＤＸを支える基盤整備｣について、出来ることから直ぐに取組をはじめ、刻々
と変化する環境の中で生じる課題にスピーディに、柔軟に見直し・改善をはかり、品質
を高めるアジャイル型で取組を推進します。

３ 計画の基本方針と具体的な取組

アジャイル型の取組み



・情報システムの標準化・共通化 ・行政手続のオンライン化

・AI・RPAの導入・利用促進 ・働き方改革の取組の推進

・セキュリティ対策 ・オープンデータの推進

・ビッグデータの利活用 ・事務のデジタル化の推進

・DX人材の確保・育成

① 行政のＤＸ

業務の効率化、行政サービスの向上を図るため、以下の取組を進めます。

・IT産業の集積促進、地場企業との連携

・産学官連携による中小企業のデジタル化による生産性向上

・スマート農林水産業の推進

・ICTの活用による建設現場の生産性向上

② 産業のＤＸ

産業の生産性向上、産業の高付加価値化を図るため、以下の取組を進めます。
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３ 計画の基本方針と具体的な取組
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・医療や子育てサービスのデジタル化による質、利便性の向上

・ＩＣＴを活用した新たな学びの推進

・文化芸術、スポーツ分野のデジタル化の推進

・デジタル技術を活用した安全・安心な暮らしの確保

・行政手続やサービスのオンライン化の推進

③ 社会・暮らしのＤＸ

県民の利便性向上、新しい暮らしの実現に向けて、以下の取組を進めます。

・５Ｇサービスなどの情報通信基盤の整備促進

・デジタル人材の育成

・デジタルデバイド対策、ＩＣＴリテラシーの向上

・デジタル技術を活用した多様な手段による情報発信

④ ＤＸを支える基盤整備

各分野のＤＸを推進するため、その基盤となる以下の取組を進めます。

３ 計画の基本方針と具体的な取組



【県の役割】

本県のＤＸを推進するために、県が積極的に取組を進めます。

○ 自治体のＤＸの推進

デジタル技術やデータを活用して住民の利便性を向上させるとともに、業務の効率
化を図り、削減した人的資源により行政サービスの更なる向上を図ります。

○ 産業等のＤＸ推進の支援

各分野におけるＤＸの取組を支援し、地域課題の解決に向けた取組を推進します。

○ ＤＸ推進の機運醸成・普及啓発

オール岩手でＤＸを推進するため、様々な主体と連携し、ＤＸの機運醸成・普及啓発
を行います。

15

３ 計画の基本方針と具体的な取組



(2) 具体的な取組内容

県では、いわて県民計画（2019～2028）第２期アクションプラン（復興推進プラン、政
策推進プラン、行政経営プラン）を推進するため、｢行政のＤＸ｣、｢産業のＤＸ｣、｢社会・
暮らしのＤＸ｣、｢ＤＸを支える基盤整備｣ の４つの取組方針に沿った取組を進めていき
ます。

以下に、４つの取組方針ごとに具体的な取組を掲載します。本計画に掲載する取組
は、デジタル技術の進展等を踏まえ、追加・更新していきます。

「目標値」は最終案
において記載します。

「イメージ図」が記載されていない取
組は最終案において記載します。

関連するアクションプラン（復興推進プラン、政策推進プラン、
行政経営プラン）を記載しています。

４つの取組方針（｢行政のＤＸ｣、
｢産業のＤＸ｣、｢社会・暮らしのＤ
Ｘ｣、｢ＤＸを支える基盤整備｣ ）を
記載しています。
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３ 計画の基本方針と具体的な取組



・情報システムの標準化・共通化 ・行政手続のオンライン化

・AI・RPAの導入・利用促進 ・働き方改革の取組の推進

・セキュリティ対策 ・オープンデータの推進

・ビッグデータの利活用 ・各種事務のデジタル化の推進

・DX人材の確保・育成

① 行政のＤＸ
業務の効率化、行政サービスの向上を図るため、以下の取組を進めます。

【取組一覧】

取組 取組の名称 取組の概要

①－1 ＤＸを活用した震災津波
の伝承

・デジタル化による遠隔コミュニケーション、疑似体験の調査研究、
アーカイブシステムによる震災学習・防災学習の充実、GIGAス
クールでの活用に取り組みます。

①－2 保健医療データを活用し
た健康対策の推進

・保健医療データの集計・分析等の充実により、地域の健康課題
の「見える化」を進め、市町村等の健康づくりの取組を支援しま
す。

①－3 ドローンを活用した人命
救助・犯罪捜査

・捜索や犯罪捜査におけるドローンの運用体制を整備します。

①－4 警察業務におけるＡＩの活
用

・音声認識、犯罪・事故予測、カメラ映像の分析等の分野にＡＩを
活用するための調査、研究を進めます。

３ 計画の基本方針と具体的な取組
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取組 取組の名称 取組の概要

①－5 公共データの利活用の推
進

・県が保有する公共データを利活用が容易な形式で公開し、積
極的な活用を促す「オープンデータ」の取組を推進します。

①－6 テレワークの促進 ・閉域網ネットワークやBYOD型テレワークといった情報通信技術
の活用、サテライトオフィスの提供など、柔軟かつ効率的に働く
ことができる環境を提供します。

①－7 新たなICT技術の活用に
よる業務の効率化

・新たなICT技術による業務の効率化や県民の利便性向上に取
り組みます。

①－8 オンラインによる申請・届
出等の促進

・オンライン申請・届出等の手続の拡大による県民の利便性向上
に取り組みます。

①－9 Webシステムの活用によ
る県民等への情報提供
の促進

・統合型地理情報システム（GIS）や情報公開用Webデータベース
等による情報の活用を促進します。

①－10 庁内基幹業務システムの
最適化による行政コスト
の削減

・テレワーク・ペーパーレスを前提とした執務環境の改善、ユー
ザー認証の簡素化による一体化・効率化、職員の利便性と県民
サービスの向上・更新及び運用コストの最小化に取り組みます。

①－11 庁内システムのクラウド
化の推進による行政コス
トの削減

・個別業務システム統合基盤やクラウドサービスへの情報システ
ムの移行（構築）を促進します。

３ 計画の基本方針と具体的な取組
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19

取組 取組の名称 取組の概要

①－12 情報セキュリティ対策の
強化

・情報セキュリティポリシーの適切な運用に取り組みます。
・情報セキュリティ対策を強化します。

①－13 施設維持管理の省力化・
高度化

・発電所の保守データを効率的に収集するシステム（施設巡回支
援やＩｏＴによる遠隔監視の拡充等）を構築します。
・鉄管ドローンなどを活用した電力土木施設の点検を試行します。

①－14 内部管理業務のシステム
化

・人事情報を基本とし、各内部管理業務を一元的に管理できるシ
ステムを構築します。

①－15 電子決裁・ペーパーレス
化の推進

・決裁業務への電子決裁の導入とともに、書類のペーパレス化を
実現します。

３ 計画の基本方針と具体的な取組



2023 2024 2025 2026 (年度)

【行政のDX】〔取組①－1〕

〔復興防災部〕

【目指す姿】
伝承館業務におけるDXを推進することにより、伝承館の利便

性向上や活用を更に促し、国内外の防災力向上や伝承館のゲート
ウェイ機能の強化につなげます。

【現状と課題】
・来館者の体験プログラムや県外遠隔地等からでもリモート見学
可能なツールの開発などにより震災伝承施設として訴求力を高
め、一層の来館促進、震災学習・防災学習のための学びの継続
につなげる必要があります。

【取組内容】
・デジタル化による遠隔コミュニケーション、疑似体験の調査研究
に取り組みます。

・アーカイブシステムによる震災学習・防災学習の充実、GIGA
スクールでの活用に取り組みます。

イメージ図

デジタル化に対応した震災学習・防災学習の充実

デジタル化による遠隔コミュニケーション、疑似体験の調査研究

ＤＸを活用した震災津波の伝承

復興推進プラン
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【工程表】



【行政のDX】〔取組①－2〕

〔保健福祉部〕

【目指す姿】
健康・医療情報の活用により地域の健康課題の「見える化」が
進み、市町村等における健康づくりの取組が効果的・効率的に
行 われることにより、県民の健康寿命の延伸と医療費の適正
化が図られています。

【現状と課題】
・本県のがん、心疾患及び脳血管疾患などの生活習慣病による死亡
率は全国高位となっています。また、高齢化に伴い一人当たりの
医療費も増大しています。

・生活習慣病の発症や重症化予防のためには、保健医療データに
基づく早期からの健康指導や、効果的・効率的な保健事業の実
施等、市町村等におけるライフステージに応じた健康づくりの
推進と取組への支援が必要です。

【取組内容】
保健医療データの集計・分析等の充実により、地域の健康課題の
「見える化」を進め、市町村等の健康づくりの取組を支援します。
・効率的・効果的な保健事業等の実施に向けた市町村のデータ活
用を支援します。

・健康・医療・介護データを連結したデータについて、保険者
間での比較や俯瞰的分析を実施し、市町村に還元します。

2023 2024 2025 2026 (年度)
【工程表】

【指標】
特定健康診査受診率（％）

現状値 2023 2024 2025 2026

KDBデータ等を活用した、各市町村の保健事業及びデータヘルス計画の推進の支援

【目標値】※現状値は2021年度の実績値

保健医療データを活用した健康対策の推進

岩手県医療等ビッグデータ利活用システムを活用した分析の市町村還元

政策推進プラン 「健康・余暇」
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犯罪捜査

〔警察本部〕

【目指す姿】
災害や山岳遭難等の救助にドローンを活用し、捜索

活動の高度化による早期の人命救助を図ります。また、
各種犯罪捜査にも利活用を進め、治安維持能力の更な
る向上を目指します。

【現状と課題】
・人力による災害や遭難での救助活動は、夜間の捜索
が困難なほか、二次災害の発生が懸念されます。

・密漁や産業廃棄物不法投棄事犯等では、陸上からの
監視が困難です。

【取組内容】
・警察でのドローン整備とともに、民間と協定を結び、
捜索活動に民間の力も活用します。また、捜索や犯罪
捜査への運用体制を整備するためドローン運用班を設
置します。

2023 2024 2025 2026 (年度)

【指標】
ドローンライセンス取得人員（人）

現状値 2023 2024 2025 2026

民間との協定

ドローン整備（リース整備）

ドローンを活用した人命救助・犯罪捜査

運用状況により、
事業継続を検討

ドローン運用班（ドローンライセンス取得）

人命救助・捜索活動

災害・山岳遭難

密漁
産廃等

民間との協定

ドローン運用班

【行政のDX】〔取組①－3〕 政策推進プラン 「安全」
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【目標値】※現状値は2021年度の実績値

【工程表】



【行政のDX】〔取組①－4〕

〔警察本部〕

【目指す姿】
警察で取り扱う情報の収集・分析等においてＡＩの

活用を推進し、県民が安全・安心に暮らせる社会の実
現を目指します。

【現状と課題】
・防犯カメラの急速な普及等により、犯罪、事故情報
等がデジタル情報として蓄積されているが、詳細な分
析をするには人的体制が必要です。

・年々、多様化、複雑化する治安上の問題に対し、的確
に対応するためには、デジタル技術の導入が不可欠で
す。

【取組内容】
・音声認識、犯罪・事故予測、カメラ映像の分析等といっ
た分野にＡＩを活用すべく、調査、研究を進めます。

2023 2024 2025 2026 (年度)

調査・研究

警察業務におけるＡＩの活用

AI

音声認識 サイバー対策

不審者
検知

映像分析

犯罪・事故
予測

政策推進プラン 「安全」
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【工程表】



〔ふるさと振興部〕

【目指す姿】
公共データの利活用促進により、新しいサービスの創出や地域課題解決

に繋げます。

【現状と課題】
・岩手県オープンデータサイトを令和３年10月に改修し、データのカテゴリ
分類や検索機能を搭載し、利用者の利便性向上を図っています。

・機械判読性に適したデータ形式による公開やデータの品質向上により、利
用者の利便性向上を図る必要があります。

・県が元々保有している公共データのオープンデータ化に加え、市町村や民
間事業者等のニーズを踏まえたデータの公開により、地域課題解決や産業
振興に資するデータの利活用を促進する必要があります。

【取組内容】
・復興や地域課題解決に向けた民間企業やＮＰＯ等の取組の活性化を図るた
め、市町村や民間事業者等のニーズも踏まえながら、県が保有する公共
データを利活用が容易な形式で公開し、営利・非営利を問わず二次利用を
広く認め、積極的な活用を促す「オープンデータ」の取組を推進します。

・有効な利活用事例を収集・共有するほか、新たな価値・事業創成に繋がる
データ連携基盤（都市ＯＳ）の将来的な構築を視野に入れた意識醸成や人
材育成の取組を実施します。

2023 2024 2025 2026 (年度)

【指標】
オープンデータ公開項目数
（件）〔累計〕

現状値 2023 2024 2025 2026

加工可能な形式でのデータ公開、データクレンジング等による公開データの品質向上

公共データの利活用の推進

モデル事例の提供、地域課題解決に資する民間事業者等のニーズに基づいたデータの公開

市町村のオープンデータの取組支援

【行政のDX】〔取組①－5〕 行政経営プラン
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政策推進プラン 「社会基盤」

【目標値】※現状値は2021年度の実績値

【工程表】



【行政のDX】〔取組①－6〕

〔総務部〕

【目指す姿】
年齢や男女を問わず、育児や介護等の事情から、時間的な制約

を受ける職員が増加することが見込まれています。
また、地域を守る持続的な行政運営の観点から、感染症予防

のため接触を避けながら業務を継続し、災害時には非常時優先
業務を円滑に遂行する必要があります。
このことから、勤務場所や勤務時間などによる制約を最小限

とし、職員が個々の事情に応じて柔軟かつ効率的な働き方がで
きる環境の整備を図ります。

2023 2024 2025 2026 (年度)

【工程表】

テレワークの実施及び課題検討

効率的な業務を実施するための課題の検討

テレワークの促進

行政経営プラン
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【現状と課題】
・閉域網ネットワークの整備や電子決裁・文書管理システムの導入により、全職員がテレワークを行う
ことができるようになったことから、これらの環境を活用し、より一層効率的な働き方の実現が求めら
れています。

【取組内容】
・閉域網ネットワークやBYOD型テレワークといった情報通信技術の活用、サテライトオフィスの提供な
ど、柔軟かつ効率的に働くことができる環境を提供します。



【行政のDX】〔取組①－7〕

〔総務部〕

【目指す姿】
ロボットによる業務自動化（RPA）や人工知能（AI）など、新たな情報

通信技術（ICT）の開発が進んでおり、効率的な業務遂行や職員の柔軟な
働き方を推進するため、これらの技術の活用が求められています。
このことから、RPAやAIなど、業務に適用可能な新たな ICT技術を活用

し、定型業務を中心とした効率的な働き方に資する取組を進めるとともに、
問合せ対応など県民の利便性向上に適用できる新たな ICT技術の活用に向
け、検討を進めます。

【現状と課題】
・令和元年７月、AIシステムにより、会議等の音声データからクラウド上
でテキスト化する「会議録作成支援システム」を導入しました。

・令和３年度から、盛岡教育事務所における小中学校職員の旅費支給事務
について、RPAによる処理の自動化とその効果検証を実施しています。

・庁内からの問い合わせ対応が多い事務を対象に、担当職員の電話対応を
軽減するため、AIチャットボットによる自動応答を実施しています。

【取組内容】
・新たなICT技術による業務の効率化に取り組みます。

・県民の利便性向上に取り組みます。

2023 2024 2025 2026 (年度)

【工程表】

【指標】
新たなICT技術による業務の効率化
（削減時間）〔累計〕

現状値 2023 2024 2025 2026

新技術の導入調査の実施

導入に向けた試行・効果測定

拡大方策の検討

新たなICT技術の活用による業務の効率化

行政経営プラン
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【目標値】※現状値は2021年度の実績値



〔総務部〕

【目指す姿】
インターネットを活用した行政手続 のオンライン化が進めら

れており、ＩＣＴなどの活用による県民の利便性向上や適切な情
報提供が求められています。
このことから、住民や事業者から提出される県への申請や届出

といった各種行政手続について、届出窓口が開いている時間に出
かけることなく、いつでもどこからでも手続が可能となるよう、
インターネットを利用した電子申請・届出等システムの利用手続
の拡大や利活用促進などを行い、県民サービスの向上を図ります。

【現状と課題】
・申請・届出処理のオンライン化（電子決裁システム等との連
携）が必要です。

・市町村との共同利用に係る要望への対応が求められている。
・新しい収納方法（キャッシュレス決済）への対応が求められて
います。

【取組内容】
・オンライン申請・届出等の手続きの拡大による県民の利便性向上
に取り組みます。

2023 2024 2025 2026 (年度)

【指標】
オンライン申請・届出等件数〔累計〕

現状値 2023 2024 2025 2026

システム利用手続の拡大、利活用促進

オンラインによる申請・届出等の促進

【行政のDX】〔取組①－8〕 行政経営プラン
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【目標値】※現状値は2021年度の実績値

【工程表】



【行政のDX】〔取組①－9〕

〔総務部〕

【目指す姿】
県が保有する情報は、そのデータの特性を把握し、県民が分か

りやすく、活用しやすい方法により提供していくことが大切です。
具体的には、地図で表現したほうが分かりやすい情報について

は「いわてデジタルマップ」（統合型地理情報システム（GIS)）、
また、県の公報である「岩手県報」や統計情報などはWebデータ
ベース等により提供していきます。
今後は、更に提供する情報の拡充や利活用の促進を図りながら、

利便性の向上を図っていきます。

2023 2024 2025 2026 (年度)

提供データの拡充、利活用促進

システム更新

Webシステムの活用による県民等への情報提供の促進

提供データの拡充、利活用促進

行政経営プラン
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【現状と課題】
・県ホームページと組み合わせて、簡易データベースとして各種情報公開に活用されています。
・県内の土地利用規制図や津波浸水予測図等を地図上に可視化して、情報の分析・解析ができるように
していますが、オープンデータの拡充を図る必要があります。

【取組内容】
・統合型地理情報システム（GIS）や情報公開用Web データベース等による情報の活用を促進します。

【工程表】



【現状と課題】
・紙ベースでの処理を前提として作り上げられた制度、情報システムとなっています。
・個別の事務作業の効率化を前提として開発された情報システムとなっています。
・独自開発によるシステムのため、機能改良などに人的・金銭的な運用コストがかかっています。

【取組内容】
・業務継続性の確保、働き方改革への対応に取り組みます。（テレワーク・ペーパーレスを前提とした執務環
境の改善）

・全体最適化と連携－データ連携強化とシングルサインオン（ユーザー認証の簡素化）による一体化・効率化
を図ります。

・職員の利便性と県民サービスの向上・更新及び運用コストの最小化に取り組みます。（クラウドサービス等
の活用と永続的な機能拡張）

【行政のDX】〔取組①－10〕

〔総務部〕

【目指す姿】
「総務事務システム」や「財務会計システム」などの庁内基幹業務

システムについて、事務処理手続きの大幅な簡素化・標準化、業務シ
ステムの利便性の向上及びコスト削減等を行うことにより、今後ます
ます高度化・多様化する県民のニーズに応え、より質の高い行政サー
ビスを提供することが求められています。
県では、業務の大幅な効率化やテレワークへの対応及び情報システ

ムの全体最適化を目指し、庁内基幹業務システムの改善を図ります。

2023 2024 2025 2026 (年度)

情報システム調達に係る経費平準化プラン（仮称）の実施

庁内基幹業務システムの調達（システム構築）

庁内基幹業務システムの最適化による行政コストの削減

データ連携ペーパーレス化

行政経営プラン
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【工程表】



〔総務部〕

【目指す姿】
情報システムは、業務の効率化・高度化に欠かせないものです

が、保守・運営経費の縮減が課題となっており、情報システムの
最適化が求められています。

このことから、仮想化技術等による庁内情報システムのクラウ

ド化を進め、業務の効率化・高度化と保守・運営経費縮減を図り、
更なる情報システムの最適化に取り組みます。

2023 2024 2025 2026 (年度)

個別業務システムのサーバ統合の実施

庁内クラウド（統合基盤）の更新

庁内システムのクラウド化の推進による行政コストの削減

新規システム構築時のクラウド化の推進

【行政のDX】〔取組①－11〕 行政経営プラン
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【現状と課題】
・平成21年度に統合基盤を構築し、サーバ仮想化統合を順次実施しました。
・平成25年度末時点で45システムを統合基盤内の仮想化ホストに集約し、経費削減を行いました。
・平成26年10月には統合基盤を更新し、仮想化ホストのスペックアップやストレージ容量増加を行いま
した。

・令和4年９月現在、74システム／サーバ167台が統合基盤内で稼働しています。

【取組内容】
・個別業務システム統合基盤やクラウドサービスへの情報システムの移行（構築）を促進します。

【工程表】



【行政のDX】〔取組①－12〕

〔総務部〕

【目指す姿】
県では情報資産の機密性、完全性及び可用性を維持するため、「岩手

県情報セキュリティポリシー」を策定し、岩手県情報セキュリティクラ
ウドの導入をはじめとする技術的セキュリティ対策や職員研修の実施に
よる人的セキュリティ対策など、各種対策を実施しています。
今後、これらの取組と併せ、情報セキュリティポリシーの適切な運用

を図るとともに、社会状況の変化や情報セキュリティに関する新たな脅
威の出現など情報セキュリティを取り巻く状況の変化等へ対応できるよ
う、不断の運用見直しを行い、ビジネスモデルの変革にあわせた新たな
セキュリティリスクへの情報収集とその対策を繰り返し行っていきます。

2023 2024 2025 2026 (年度)

岩手県情報セキュリティポリシーの適切な見直し

岩手県情報セキュリティクラウドの運用等による技術的対策の実施（新たな脅威への対応含む）

不審メールに関するリスクの周知や職員研修等による人的対策の実施

情報セキュリティ対策の強化

行政経営プラン
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【現状と課題】
・テレワークの本格実施、クラウドサービスをはじめとする外部サービスの活用等、情報の漏えい等の防止は
もとより、災害等の非常時においても常に情報にアクセスできる状態の確保が重要となっています。

・ゼロトラスト（何も信頼しない）セキュリティが叫ばれる現在、多層防御による対策が重要となっています。

【取組内容】
・情報セキュリティポリシーの適切な運用に取り組みます。
・情報セキュリティ対策を強化します。（新たな脅威への対応）

【工程表】



〔企業局〕

【目指す姿】
各施設へのICT環境の整備やＩｏＴ、ＡＩ、ドローンなどの新技術

の活用に取り組むことにより、事故・故障の防止を図るとともに、よ
り安全で効率的な保守管理を行います。

【現状と課題】
・電気事業では、保守管理の省力化や充実に向け、空中ドローンを配
備済みです。引き続き、各種ドローンの活用効果について検証する
必要があります。また、ＩｏＴを活用した保守業務の高度化に向け、
システム構成やその効果について検討していく必要があります。

・工業用水道事業では、保守管理の省力化や充実に向け、建物や水管
橋の点検にドローンを使用しているほか、ＩｏＴやＡＩによる施設
の劣化予兆診断など、新技術の導入に向けた調査や実証を進めてい
ますが、経済性・安全性の面で課題もあります。

【取組内容】
・発電所の保守データを効率的に収集するシステム（施設巡回支援や
ＩｏＴによる遠隔監視の拡充等）を構築します。

・鉄管ドローンなどを活用した電力土木施設の点検を試行します。

2023 2024 2025 2026 (年度)

施設維持管理の省力化・高度化

【行政のDX】〔取組①－13〕 行政経営プラン

IoT機器等の実証試験・効果検証

試験導入を通じた機器構築及び設備更新に併せた導入検討

費用対効果や効率性が高い機器等を順次導入 32

【工程表】



【行政のDX】〔取組①－14〕

〔警察本部〕

【目指す姿】
内部管理業務をシステム化し、業務の合理化・効率化

を図ることで、新たに生み出された時間を用いて、県民
に対して充実した警察行政サービスの提供や、治安維持
能力の向上を図ります。

【現状と課題】
・人事管理、勤務管理、各種手当認定といった内部管理
業務の多くを紙を基本とした手作業で実施しているこ
とから、内部管理部門の業務負担が大きくなっていま
す。

・今後の定年引上げや、女性活躍推進といった社会情勢
に対応する必要があります。

【取組内容】
・人事情報を基本とし、各内部管理業務を一元的に管理
できるシステムを構築します。

2023 2024 2025 2026 (年度)

【指標】
超過勤務時間の削減（警察本部内における
内部管理部門職員）（時間）

現状値 2023 2024 2025 2026

システム構築

運用（一部業務）

本運用開始

内部管理業務のシステム化

行政経営プラン
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【目標値】※現状値は2021年度の実績値

【工程表】



【行政のDX】〔取組①－15〕

〔警察本部〕

【目指す姿】
文書管理業務のデジタル化を進め、職員の働き方改

革とともに、コスト削減も推進します。

【現状と課題】
・紙での決裁を行っていることから、処理に要する労
力負担、紙や印字に要するコスト負担が共に大きく
なっています。

・紙での管理のため、情報漏洩や紛失のリスクがありま
す。

・社会全体で、テレワークやペーパーレス化が加速して
います。

・職員個々の働き方の多様化に向け、在宅勤務、サテラ
イトオフィス等を実現可能とする基盤が必要です。

【取組内容】
・決裁業務への電子決裁導入とともに、書類のペーパレ
ス化を実現します。

2023 2024 2025 2026 (年度)

【指標】
紙の使用削減（警察本部庁舎） （％）

現状値 2023 2024 2025 2026

仕様検討

導入準備

導入・運用

電子決裁・ペーパーレス化の推進

印

行政経営プラン
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【目標値】※現状値は2021年度の実績値

【工程表】

https://4.bp.blogspot.com/-gigOEzM0EYU/XAnvhigdO9I/AAAAAAABQpY/EvgUCImJvSUqpyibSAvf_in1a_j0ugEGQCLcBGAs/s800/document_hanko_bunka.png


・IT産業の集積促進、地場企業との連携

・産学官連携による中小企業のデジタル化による生産性向上

・スマート農林水産業の推進

・ICTの活用による建設現場の生産性向上

② 産業のＤＸ
産業の生産性向上、産業の高付加価値化を図るため、以下の取組を進めます。

【取組一覧】

取組 取組の名称 取組の概要

②－1 沿岸地域基幹産業DX推
進事業

・デジタル技術の活用等により事業の高度化や生産性向上に取
り組む水産加工事業者に対し市町村と共同で補助します。

②－2 ＩＣＴの活用による介護現
場の生産性の向上

・介護ロボットや、介護記録・情報共有・報酬請求などの業務の
効率化を図るＩＣＴの導入を支援します。

②－3 ものづくり産業を支えるデ
ジタル人材の育成

・３Ⅾデジタル技術者を養成する講習等を実施します。

②－4 建設分野へのＩＣＴの普
及・拡大

・地域の建設企業の技術力・生産性の向上や経営基盤の強化、
経営革新に対する支援等を行います。
・インフラ分野のＤＸ推進による生産性の向上に向けて、建設分
野への情報通信技術（ＩＣＴ）の普及・拡大を図ります。

３ 計画の基本方針と具体的な取組

35
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取組 取組の名称 取組の概要

②－5 職業能力開発の充実に
よるＩＴ人材の確保・育成

・ＤＸの急速な普及に対応したセミナー等により、企業における人
への投資や労働者の主体的な能力開発を推進します。
・離職者等へのIT分野の訓練など、企業が求める人材ニーズに
対応した能力開発を推進します。

②－6 テレワークの導入支援 ・県内企業のテレワークの導入・定着を支援します。
・セミナー等を開催し、テレワークを推進する社内人材を育成しま
す。

②－7 データマーケティングを活
用した観光の推進

・本県の観光データを一元的に管理及び分析するDMPを構築し、
データ分析・マーケティングを活用した受入態勢整備と戦略的な
プロモーションを展開します。

②－8 ものづくり産業の生産性･
付加価値向上の加速化

・エンジニアリングチェーンやサプライチェーンなどのデジタル化
の成功モデルを創出します。
・デジタル化に取り組むものづくり企業の裾野を拡大、ＩＴ企業の
成長と集積を促進します。

②－9 次世代モビリティ社会を
担う自動車関連高度技術
者の育成

・一関高専において、次世代モビリティ技術者を養成する講習を
実施します。
・高校生、高専生・大学生、社会人と世代ごとに段階的に人材育
成を実施します。

３ 計画の基本方針と具体的な取組
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３ 計画の基本方針と具体的な取組

取組 取組の名称 取組の概要

②－10 中小企業者が行う経営力
の強化やデジタル技術の
活用等による生産性の向
上、新たな事業活動など
の取組の促進

・デジタル技術の活用による自動化・省力化等の業務効率化や、
データ利活用による経営力強化に取り組む企業を支援します。
・デジタルツールの導入や経営判断に資するデータ利活用の提
案等の伴走支援を行うとともに、企業の規模や業種、課題に応
じたモデル事例を創出します。

②－11 農林水産業のDXの推進 ・環境制御技術や自動操舵システム、AI、IoT等の活用による
データ駆動型農業の取組を推進します。
・森林GISや森林クラウドなどデジタル技術の活用によるスマート
林業を推進します。
・自動給餌システムや水温自動観測ブイ等のスマート水産技術
の導入を推進します。
・ECサイトなどを活用した県産農林水産物の販路開拓を促進し
ます。
・セミナーや専門家派遣等を通じ、デジタル化されたデータを経
営の高度化に活用する人材を育成します。

②－12 電子マニフェストの導入
促進

・排出事業者や処理業者に対し電子マニフェストの加入を促進し、
県内で行われる産業廃棄物処理の可視化を進めます。



【産業のDX】〔取組②－1〕

〔復興防災部〕

【目指す姿】
沿岸地域の基幹産業である水産加工業が新たなデジタル技術の

活用等により事業の高度化及び生産性の向上を図り、付加価値や
給与水準の高い魅力ある産業となることを目指します。

【現状と課題】
・沿岸部の水産加工業は、製造品出荷額及び従業者数で大きな比
重を占める地域の基幹産業ですが、1人当たりの製造品出荷額
が製造業全体の約７割程度にとどまっているほか、人手不足が
慢性化しています。

【取組内容】
・デジタル技術の活用等により事業の高度化や生産性向上に取り
組む水産加工事業者に対し市町村と共同で補助します。

2023 2024 2025 2026 (年度)

【指標】
本事業による支援事業者数〔累計〕

現状値 2023 2024 2025 2026

新たなデジタル技術の導入支援

沿岸地域基幹産業DX推進事業

AI・IoT・RPA・クラウド等のデジタル
技術を活用した機械装置等の導入

復興推進プラン
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【目標値】※現状値は2021年度の実績値

【工程表】



【産業のDX】〔取組②－2〕

〔保健福祉部〕

2023 2024 2025 2026 (年度)

【指標】
情報通信技術（ＩＣＴ）導入に係る補
助事業所数（事業所）〔累計〕

現状値 2023 2024 2025 2026

介護ロボット及びＩＣＴ導入事業者への補助

優良事例収集、普及・横軸展開

ＩＣＴの活用による介護現場の生産性の向上

政策推進プラン 「健康・余暇」
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【目指す姿】
介護職員の負担軽減のため、介護ロボットや情報通信技術（ＩＣ

Ｔ）の導入を促進し、質の高い介護サービスの提供を実現します。

【現状と課題】
・本県の高齢者人口は、令和５年（2023年）に約41万人でピー
クを迎えると見込まれ、その後も高齢化率は上昇し、後期高齢
者数が増加することが推計されています。

・増大する介護ニーズに対応するため、介護ロボットや情報通信
技術（ＩＣＴ）の活用、業務の効率化により介護職員の負担を
軽減し、生産性の向上図る必要があります。

【取組内容】
・介護職員の負担軽減を図るための介護ロボットや、介護記
録・情報共有・報酬請求などの業務の効率化を図るためのＩＣ
Ｔについて、介護事業所における導入を支援します。

・有効活用事例等を紹介し、介護ロボットやＩＣＴの活用の普及
を図ります。

【目標値】※現状値は2021年度の実績値

【工程表】



【産業のDX】〔取組②－3〕

〔商工労働観光部〕

【目指す姿】
先端技術に対応できる人材の育成を推進します。

【現状と課題】
・自動車・半導体関連を中心に企業の旺盛な投資意欲を背景とし
て、ものづくり産業では人手不足が加速するとともに、環境変
化や先端技術に対応できる人材が求められていることから、高
度技能者・技術者の育成に取り組む必要があります。

【取組内容】
・いわてデジタルエンジニア育成センターにおいて、３Ｄデジタ
ル技術者を養成する講習等を実施します。

2023 2024 2025 2026 (年度)

イメージ図

【指標】
３Dデジタル技術に関する講習の受講
者数（人）〔累計〕

現状値 2023 2024 2025 2026

３Dデジタル技術人材の育成

ものづくり産業を支えるデジタル人材の育成

政策推進プラン 「教育」
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【目標値】※現状値は2021年度の実績値

【工程表】



【産業のDX】〔取組②－4〕

〔県土整備部〕

【目指す姿】
建設業における技術力・生産性の向上、経営基盤を強化します。

【現状と課題】
・建設現場におけるICTの活用が進んでいるものの、未だ取組が
一部企業に限られていることから、更なるICTの普及・拡大が
必要です。

・建設業従事者の高齢化の進行や2024年から建設業に適用される
時間外労働の上限規制に対応するため、インフラ分野のＤＸ推
進による生産性向上などに取り組むことが必要です。

【取組内容】
・県内建設業の総合対策としてのいわて建設業振興中期プランに
基づき、地域の建設企業の技術力・生産性の向上や経営基盤の
強化、経営革新に対する支援等を行います。

・インフラ分野のＤＸ推進による生産性の向上に向けて、建設分
野への情報通信技術（ＩＣＴ）の普及・拡大を図ります。

2023 2024 2025 2026 (年度)

【指標】
県営建設工事におけるＩＣＴ活用工事
の実施件数（件）〔累計〕

現状値 2023 2024 2025 2026

ＩＣＴ活用工事の発注、ＩＣＴ現場見学会･技術講習会の開催

建設分野へのＩＣＴの普及・拡大

政策推進プラン 「教育」「仕事・収入」「社会基盤」
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【目標値】※現状値は2021年度の実績値

【工程表】



【産業のDX】〔取組②－5〕

〔商工労働観光部〕

【目指す姿】
職業能力開発の充実により、産業分野において

企業が求めるＩＴ人材を確保・育成します。

【現状と課題】
・ＤＸの加速化、テレワーク等働き方の多様化等
の社会環境の変化を踏まえ、ＩＴ人材の育成、
オンライン訓練の導入、労働者の学び・学び直
し機会の確保等を進めていく必要があります。

2023 2024 2025 2026 (年度)

【指標】
IT分野の訓練の修了者数（人）

現状値 2023 2024 2025 2026

企業ニーズを踏まえた在職者訓練の充実

離職者等へのハロートレーニングでのＩＴ系コースの設定

職業能力開発の充実によるＩＴ人材の確保・育成

政策推進プラン 「仕事・収入」
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・コロナ禍におけるＤＸの急速な進展により、新しい生活様式に
対応した今後の需要や成長が見込まれる分野の人材育成を進め
ていく必要があります。

【取組内容】
・働く人のスキルアップに向けて、ＤＸの急速な普及に対応したセ
ミナーやリカレント・リスキリング教育等の充実を図り、企業に
おける人への投資や労働者の主体的な能力開発を推進します。

・離職者等へのハロートレーニングにおいて、IT分野の訓練など、
企業が求める人材ニーズに対応した能力開発を推進します。

【目標値】※現状値は2021年度の実績値

【工程表】



【産業のDX】〔取組②－6〕

〔商工労働観光部〕

【目指す姿】
働く人一人ひとりがライフステージやライフスタイルに応じた

多様で柔軟な働き方を選択できる環境が整備されています。

【現状と課題】
・コロナ禍におけるデジタル化の急速な進展により、時間や場所
に捉われないテレワーク や兼業・副業など働き方が多様化して
おり、働く人がそれぞれの状況に合わせて柔軟に働き方を変え
て仕事を継続できるよう、働くひとのエンゲージメントを高め
る雇用・労働環境の整備の促進が求められています。

【取組内容】
・県内企業に対し、テレワークの導入・定着を支援するとともに、
アドバイザー等を派遣し、フォローアップを強化します。

・テレワーク等の多様で柔軟な働き方に関する制度や優良事例を
普及するためのセミナー等を開催し、テレワークを推進する社
内人材を育成します。

2023 2024 2025 2026 (年度)

〇現状 〇施策実施後

【指標】
テレワークの導入・定着を支援した
企業数（社）〔累計〕

現状値 2023 2024 2025 2026

アドバイザー等によるテレワーク導入・定着支援

セミナー開催等による経営者の意識啓発・社内人材の育成

テレワークの導入支援

政策推進プラン 「仕事・収入」
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【目標値】※現状値は2021年度の実績値

【工程表】



【産業のDX】〔取組②－7〕

〔商工労働観光部〕

【目指す姿】
客観的なデータに基づく観光振興を推進し、旅行者

のニーズを捉えた着地型観光による地域づくりを推進
します。

【現状と課題】
・コロナ禍を契機として、密を避けた個人・少人数での
旅行や県内などの近隣地域内での観光の増加など、観
光を取り巻く状況にも様々な変化が見られています。

・スマホやインターネットの普及により旅行者の情報
取得手段が多様化しています。

【取組内容】
・本県の観光データを一元的に管理及び分析する
DMPを構築し、データ分析・マーケティングを活
用した受入態勢整備と戦略的なプロモーションを展
開します。

2023 2024 2025 2026 (年度)

【指標】
観光消費額の増加（億円）〔累計〕

現状値 2023 2024 2025 2026

いわてDMP構築・マーケティング人材の育成

CRM（顧客管理システム）構築

データ分析・計画策定支援

データマーケティングを活用した観光の推進

政策推進プラン 「仕事・収入」
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【目標値】※現状値は2021年度の実績値

【工程表】



【産業のDX】〔取組②－8〕

〔商工労働観光部〕

【目指す姿】
ものづくり産業の生産性や付加価値が向上しています。

【現状と課題】
・ものづくり企業における、デジタル化などの社会環境の変化に
的確に対応するための取組を一層加速させる必要があります。

【取組内容】
・エンジニアリングチェーンやサプライチェーンなどのデジタル
化の成功モデルを創出します。

・デジタル化に取り組むものづくり企業の裾野を拡大します。

・産業や社会のデジタル化を支えるパートナーである、ＩＴ企業
の成長と集積を促進します。

2023 2024 2025 2026 (年度)

イメージ図

【指標】
県・国の支援によりデジタル化に取り
組むものづくり企業数（社）〔累計〕

現状値 2023 2024 2025 2026

生産現場におけるカイゼン、３Ｓ等の活動の強化・浸透の促進

ものづくり企業のデジタル化の成功モデルの創出

デジタル化に取り組むものづくり企業の裾野拡大

ものづくり産業の生産性･付加価値向上の加速化

政策推進プラン 「仕事・収入」
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【目標値】※現状値は2021年度の実績値

【工程表】



【産業のDX】〔取組②－9〕

〔商工労働観光部〕
【目指す姿】

次世代のモビリティ社会を担う高度技術者を育成します。

【現状と課題】

・100年に一度の大変革期といわれる自動車業界でＣＡＳＥ(※)
の取組が進んでいることを背景として、自動車産業では、自動
運転や電動化など先端技術に対応できる人材が求められている
ことから、高度技術者の育成に取り組む必要があります。

※Connected（インターネットとの接続機能）、Autonomous（自動運
転）、Shared&Service（カーシェアリング）、Electric（電動化）

【取組内容】

・一関高専において、次世代モビリティ技術者を養成する講習を実施
します。（R4～R6厚労省：地域活性化雇用創造プロジェクト）

・「いわて次世代モビリティハイスクール（高校生）」「いわて
次世代モビリティカレッジ（高専生・大学生）」「次世代モビ
リティラボトリー（社会人）」と世代ごとに段階的に人材育成
を実施します。

2023 2024 2025 2026 (年度)

イメージ図

【指標】
次世代モビリティ技術に関する講習の
受講者数（人）〔累計〕

現状値 2023 2024 2025 2026

次世代モビリティの高度技術者育成の推進

次世代モビリティ社会を担う自動車関連高度技術者の育成

政策推進プラン 「仕事・収入」
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【目標値】※現状値は2021年度の実績値

【工程表】



【産業のDX】〔取組②－10〕

〔商工労働観光部〕

【目指す姿】
社会経済環境の急速な変化に対応するため、デジタル技術を活用

した生産性の向上、新事業分野の開拓等を目指します。

【現状と課題】
・DXの進展により、企業におけるデジタル技術やデータ利活用が進め
られている中で、県内の中小企業からは、「活用方法が分からな
い」「活用したいが人材が不足している」等の課題が挙げられてい
ることから、デジタル化に向けて適切な助言や支援策へのマッチン
グ、効果的なモデル事例の創出を支援する必要があります。

【取組内容】
・デジタル技術の活用による自動化・省力化等の業務効率化や、
データ利活用による経営力強化に取り組む企業を支援します。

・商工指導団体や産業支援機関の支援者等と連携して、デジタル
ツールの導入や経営判断に資するデータ利活用の提案等の伴走支
援を行うとともに、企業の規模や業種、課題に応じたモデル事例
を創出します。

2023 2024 2025 2026 (年度)

【指標】
データ利活用による経営力強化を図る企
業のモデル事例創出件数（件）〔累計〕

現状値 2023 2024 2025 2026

モデル事例創出を通じた経営力強化につながるデジタル技術活用の支援

中小企業デジタル化支援ネットワークを通じた支援（助言・支援策マッチング・モデル事例創出）

商工指導団体や産業支援機関の支援者による伴走支援

中小企業者が行う経営力の強化やデジタル技術の活用等による生産性の向上、
新たな事業活動などの取組の促進

政策推進プラン 「仕事・収入」
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【目標値】※現状値は2021年度の実績値

【工程表】



【目指す姿】
DXなど革新的な技術の開発・導入により、市場ニーズに的確に対

応した農林水産物の生産と、効率的で収益力の高い農林水産業を実現
します。

【現状と課題】
・スマート技術や高性能機械等の導入による作業の省力化・効率化が
必要です。

・技術等の導入とともに、デジタル化されたデータ（栽培環境、樹種や材
積、購買ニーズ等）を経営の高度化に活用する人材の育成が必要です。

【取組内容】
（農業）環境制御技術や自動操舵システム、AI、IoT等の活用による

データ駆動型農業の取組を推進します。

（林業）森林GISや森林クラウドなどデジタル技術の活用によるスマー
ト林業を推進します。

（水産業）自動給餌システムや水温自動観測ブイ等のスマート水産技
術の導入を推進します。

（流通）ECサイトなどを活用した県産農林水産物の販路開拓を促進します。

（共通）セミナーや専門家派遣等を通じ、デジタル化されたデータを
経営の高度化に活用する人材を育成します。

2023 2024 2025 2026 (年度)

最先端のスマート技術や高性能機械の導入支援

セミナー等の開催による理解浸透、専門家派遣・個別指導等による人材の育成

効率的で収益力の
高い農林水産業

市場ニーズに対応
した農林水産物

消費者ニーズを
捉えた農林水産

物の提供

農地や森林等の
集積・集約化

栽培の効果的・
効率的な管理

森林GISによる３Dモデルの作成

ECサイトでの農林水産物の販売栽培環境データによる環境制御

データ分析による養殖管理

気温
湿度等

販売
ニーズ

海水
温等

森林
情報

デジタル化された
データの活用例

デジタル技術を
活用できる人材の育成

効果

目指す姿

【指標】
革新的技術の導入に関する研修会等
への参加者数（人）〔累計〕

現状値 2023 2024 2025 2026

【産業のDX】〔取組②－11〕 政策推進プラン 「仕事・収入」

〔農林水産部〕農林水産業のDXの推進
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【目標値】※現状値は2021年度の実績値

【工程表】



【産業のDX】〔取組②－12〕

〔環境生活部〕

【目指す姿】
廃棄物に係る電子マニフェストの導入により、事務処理の効率

化を図るとともに、廃棄物処理の透明性を確保し、法令の遵守を
徹底します。

【現状と課題】
・県内の電子マニフェストの普及率は年々増加していますが、県
内の産業廃棄物の適正処理の推進のため、さらなる普及率の向
上が必要です。

・電子マニフェストから得られるデータから県内の産業廃棄物処
理状況の全体像の把握するには、現状の普及率では不十分であ
り、データを活用しきれていません。

【取組内容】
・排出事業者や処理業者に対し電子マニフェストの加入を促進し、
県内で行われる産業廃棄物処理の可視化を進めます。

・電子マニフェストシステム未加入者を対象として、インター
ネットに接続されたパソコンを用いた操作研修会を開催します。

2023 2024 2025 2026 (年度)

【指標】
電子マニフェスト普及率（％）

現状値 2023 2024 2025 2026

電子マニフェストの普及促進

操作研修会の開催

電子マニフェストの導入促進

政策推進プラン 「自然環境」
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【目標値】※現状値は2021年度の実績値

【工程表】



・医療や子育てサービスのデジタル化による質、利便性の向上

・ＩＣＴを活用した新たな学びの推進

・文化芸術、スポーツ分野のデジタル化の推進

・デジタル技術を活用した安全・安心な暮らしの確保

・行政手続やサービスのオンライン化の推進

③ 社会・暮らしのＤＸ

県民の利便性向上、新しい暮らしの実現に向けて、以下の取組を進めます。

【取組一覧】

取組 取組の名称 取組の概要

③－1 安心・安全な周産期医療
体制構築に向けた情報
連携強化

・利用者の入力等事務の負担軽減や利便性向上を図るためのシ
ステム改修を行います。

③－2 遠隔診療の実施及び遠
隔地からの診療応援体
制の整備

・遠隔診療の実施に必要な設備整備を支援します。
・情報通信機器を活用した画像診断など、遠隔地からの専門医
師による診療支援に取り組みます。

③－3 デジタル技術を活用した
文化芸術の発表・鑑賞機
会の充実

・オンライン配信等のデジタル技術を活用しながら、県民が身近
な場所で手軽に文化芸術活動を発表・鑑賞できる機会の充実を
図ります。

３ 計画の基本方針と具体的な取組
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３ 計画の基本方針と具体的な取組

取組 取組の名称 取組の概要

③－4 デジタル社会に向けた生
涯学習・社会教育の充実

・生涯学習・社会教育施設のネットワーク環境等の充実に取り組
みます。
・生涯学習情報提供システムの充実や図書館資料のデジタル化
を推進します。
・オンライン講座等のコンテンツの充実、県民の学習活動を支援
する指導者・ボランティアの育成に取り組みます。

③－5 デジタル技術を活用した
アスリートの競技力向上

・アスリートの体力測定等で得られたデータや最新のデジタル技
術を活用し、個々に適した科学的なトレーニングメニュー等の提
供に取り組みます。

③－6 ICTの効果的な利活用の
推進

・「岩手県学校教育ＩＣＴ推進協議会」を通じたＩＣＴの効果的な利活用
を推進します。
・ICT活用指導力向上のための教員研修の充実に取り組みます。
・GIGAスクール運営支援センター等による広域的な活用支援を
行います。

③－7 児童生徒の情報活用能
力の充実

・育成すべき情報活用能力の体系表の作成と普及に取り組みます。
・情報活用能力育成のためのカリキュラム・マネジメントを推進し
ます。
・児童生徒向け情報モラル教育指導資料を作成・配布します。

③－8 健康面への配慮（６０プラ
スプロジェクト）

・ＩＣＴを活用した保健管理等に関する調査研究を行います。
・健康づくりサポートシステムの１人１台端末等への導入につい
て検討及び研究を行います。
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３ 計画の基本方針と具体的な取組

取組 取組の名称 取組の概要

③－9 多様な教育ニーズに対応
する教育機会の提供

・特別支援学校でのＩＣＴ機器等の効果的な活用を促進します。
・長期入院等の児童生徒への授業配信等を実施します。
・データの収集・分析・利活用に基づく課題解決型学習を推進します。

③－10 教職員のICT活用指導力
の向上と人材の確保

・機器トラブル等へのヘルプデスクによる対応と訪問指導等の充
実を図ります。
・ＩＣＴ支援員によるＩＣＴを効果的に活用した授業実践の支援、総
合教育センターで実施するＩＣＴ活用研修の充実を図ります。

③－11 学校におけるICTの活用
のための環境の整備

・１人１台端末や大型提示装置等を計画的に更新します。
・高速大容量通信に対応したネットワーク環境の充実を図ります。
・ＢＹＯＤ導入に向けたＥＣサイトによる端末購入を支援します。

③－12 教育データの分析等 ・諸調査等のデータを活用した検証改善サイクルを確立します。
・デジタル教科書の活用促進やＣＢＴ等の導入を検討します。
・全県統一の統合型校務支援システムを導入します。

③－13 ICT推進体制の整備と校
務の改善

・全県統一の統合型校務支援システムを導入します。
・教職員の勤怠・服務管理等のシステム化を検討します。
・学校徴収金等のキャッシュレス化を検討します。

③－14 交通ビッグデータを活用
した交通需要分析・利用
促進等

・地域の生活の足を維持・確保するための新たな地域公共交通
を策定するとともに、公共交通の利便性を向上させるMaaSの導
入拡大やICカード導入支援策等の検討を行います。
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53

３ 計画の基本方針と具体的な取組

取組 取組の名称 取組の概要

③－15 防災ＤＸの推進 ・新たな災害情報システム等の情報収集・研究や災害時のド
ローンの利用促進など、災害対応に係る様々な場面でデジタル
技術の活用を促進します。

③－16 WEBサイトを活用した省
エネ行動の見える化

・「いわてわんこ節電所」の運営、情報発信により、県民や地域に
よる自主的な地球温暖化防止への取組を促進します。

③－17 県税の多様な納付方法
の推進

・県民の利便性向上を図るため、コンビニエンスストアやキャッ
シュレス決済での納付の推進及び周知を行います。
・キャッシュレス決済に対応した税目等の拡大を図ります。

③－18 県手数料の多様な納付
方法の導入

・行政手続のオンライン化などに対応したキャッシュレス化の検
討・導入とともに、収入証紙のあり方についても検討します。

③－19 消費生活相談のデジタル
化

・電話や対面での相談に加え、ウェブフォームやメールの活用な
ど、消費者のニーズや属性、相談内容に応じた相談手法や情
報提供の多様化に向けて検討します。

③－20 オンライン診療等の活用
推進

・患者と医療機関の双方が利用しやすい「オンライン診療等支援
機能」を開発・導入することでオンライン診療等を活用しやすい
環境とします。



〔保健福祉部・医療局〕

【目指す姿】
岩手県で安心安全な出産ができるように、妊婦健診情報・分娩

情報・新生児情報などの周産期医療情報を医療機関及び市町村で
共有し、保健・医療の関係者が連携して切れ目ない支援を提供し
ます。

【現状と課題】
・全ての分娩取扱医療機関・市町村が登録し、以下の機能を提供
しています。
①妊産婦、胎児、新生児の紹介・搬送時、健診経過等のデータを迅
速に共有（県内での里帰り出産にも対応）

②健診受診状況や結果、メンタルヘルスの状況等を市町村と共有
③妊婦健診受診票の発行や台帳管理等による市町村事務の効率化
④蓄積された周産期医療や保健統計情報を調査研究等に活用

・活用の度合いに地域による温度差があります。

【取組内容】
・利用者の入力等事務の負担軽減や利便性向上を図るためのシス
テム改修を行います。

2023 2024 2025 2026 (年度)

イメージ図

【指標】
○○○○○○○○（回）〔累計〕

現状値 2023 2024 2025 2026

いーはとーぶシステムの見直し（以下、想定スケジュール）

安心・安全な周産期医療体制構築に向けた情報連携強化

医療機関・市町村への操作説明

新機能運用開始

機能拡充等について検討
部分的改修の実施

（調整中）

いーはとーぶシステム運用

【社会・暮らしのDX】〔取組③－1〕 政策推進プラン 「健康・余暇」
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【目標値】※現状値は2021年度の実績値

【工程表】



【目指す姿】
住み慣れた地域で質の高い医療を受けられる体制を整備します。

【現状と課題】
・本県の人口10万人当たりの医師数は全国と比較して低い水準にあり、県
北・沿岸地域の医師不足など医師の地域偏在の問題や、産科や小児科な
どの特定診療科の医師不足が続いています。

・医師不足や地域偏在、県土の広さにより、診察のため、患者が遠方の医
療機関に通院せざるを得ないケースが発生しているほか、診療を行う医
療従事者についても診療応援で遠方への移動が負担となっています。

・遠隔診療の実施に必要な設備の整備が医療機関の負担となっています。
・分娩取扱医療機関や小児科を標榜している医療機関は年々減少しており、
釜石圏域、胆江圏域には分娩取扱医療機関がない状況となっていること
から、医療機関の連携が必要となっています。

・患者、医療従事者の負担軽減を図るため、遠隔で診療を受けられる体制
の整備が必要です。

【取組内容】
・オンライン診療をはじめとした遠隔診療の実施に必要な設備整備を支援
します。

・情報通信機器を活用した画像診断など、遠隔地からの専門医師による診
療支援に取り組みます。

2023 2024 2025 2026 (年度)

【指標】
オンライン診療実施体制整備医療機関数（か所）
〔累計〕

現状値 2023 2024 2025 2026

遠隔診療に必要な設備整備に対する支援

【目標値】※現状値は2021年度の実績値

遠隔診療の実施及び遠隔地からの診療応援体制の整備 〔保健福祉部〕

情報通信機器を活用した専門医師による診療支援

【指標】
小児周産期医療遠隔支援システム利用回数（回）
〔累計〕

【目標値】※現状値は2021年度の実績値

現状値 2023 2024 2025 2026

＜オンライン診療＞

＜遠隔診療支援＞

【社会・暮らしのDX】〔取組③－2〕 政策推進プラン 「健康・余暇」
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【工程表】



【社会・暮らしのDX】〔取組③－3〕

〔文化スポーツ部〕

【目指す姿】
県民が日常的に文化芸術に親しむことができるよう、デジタル

技術を活用して、文化芸術活動の鑑賞や発表機会の充実を図りま
す。

【現状と課題】
・岩手芸術祭や芸術体験イベント等の開催により、県民が文化芸
術に親しむ機会の提供に取り組んできましたが、デジタル技術
を活用して、県民が安心して文化芸術を鑑賞する機会と、活動
や発表の場を一層確保していく必要があります。

【取組内容】
・オンライン配信等のデジタル技術を活用しながら、年齢、性別、
障がいの有無に関わらず、県民が身近な場所で手軽に文化芸術
活動を発表・鑑賞できる機会の充実を図ります。

2023 2024 2025 2026 (年度)

【指標】
県主催文化芸術公演のオンライン視聴
回数（回）

現状値 2023 2024 2025 2026

デジタル技術を活用した文化芸術の発表・鑑賞機会の充実

オンライン配信等のデジタル技術を活用した文化芸術の発表・鑑賞機会の提供

政策推進プラン 「健康・余暇」
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【目標値】※現状値は2021年度の実績値

【工程表】



2023 2024 2025 2026 (年度)

575757生涯学習・社会教育施設のネットワーク環境等の充実

生涯学習情報提供システムの充実や図書館資料のデジタル化の推進

オンラインコンテンツ等の充実・ＩＣＴ活用に係る指導者・ボランティアの育成

〔教育委員会〕

【目指す姿】
ＩＣＴの活用により、「いつでも・どこでも・だれでも」学び

たい時に学べる環境づくりを一層推進します。

【現状と課題】
・ＩＣＴの効果的な活用により、県民の多様な学習機会の充実を
図っていく必要があります。

・物理的、身体的事情により来館できない利用者がいることから、
「非来館者サービス」等の充実を図っていく必要があります。

・ＩCT機器を利用できる者とできない者の格差（デジタル・
ディバイド）を解消していく必要があります。

【取組内容】
・生涯学習・社会教育施設のネットワーク環境等の充実に取り組
みます。

・生涯学習情報提供システムの充実や図書館資料のデジタル化を
推進します。

・オンライン講座等のＩＣＴを活用したコンテンツの充実に取り
組みます。

・デジタル・ディバイドの解消等に向け、県民の学習活動を支援
する指導者・ボランティアの育成に取り組みます。

【指標】
生涯学習情報提供システム（データ
ベース）利用件数（件）

現状値 2023 2024 2025 2026

デジタル社会に向けた生涯学習・社会教育の充実

【社会・暮らしのDX】〔取組③－4〕 政策推進プラン 「健康・余暇」

【目標値】※現状値は2021年度の実績値
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【工程表】



〔文化スポーツ部〕

【目指す姿】
デジタル技術を活用してアスリートの競技力向上を図ります。

【現状と課題】
・世界や全国で活躍する本県出身の選手が多数輩出されており、
今後も、国際大会等で活躍するトップアスリートを育成するた
め、スポーツ医・科学的知見を有し、最新のデジタル技術や戦
術等を習得する指導者など、アスリートの様々な要求に対応で
きるサポート人材をさらに養成していく必要があります。

【取組内容】
・アスリートの体力測定等で得られたデータや、最新のデジタル
技術を活用し、個々に適した科学的なトレーニングメニュー等
の提供に取り組みます。

2023 2024 2025 2026 (年度)

【指標】
スポーツデータ活用分析人材養成数
（人）〔累計〕

現状値 2023 2024 2025 2026

デジタル技術を活用したアスリートの競技力向上

最新デジタル技術を活用できる指導者等による個別支援を通じたスポーツ医・科学的な知識の提供

アスリート、指導者に

対する研修の実施

アスリート、指導者に

対する研修の実施

アスリート、指導者に

対する研修の実施

アスリート、指導者に

対する研修の実施

【社会・暮らしのDX】〔取組③－5〕 政策推進プラン 「教育」
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【目標値】※現状値は2021年度の実績値

【工程表】



【目指す姿】
授業や学習活動においてＩＣＴを効果的に活用することにより、

これからの時代に求められる子どもたちに必要な資質・能力の育
成を図ります。

【現状と課題】
・ＧＩＧＡスクール構想により、公立小・中・高の全てで児童生
徒１人１台端末環境が実現するなど、ＩＣＴ機器の整備が進ん
だことから、今後はこれらＩＣＴ機器を積極的に活用していく
ことが重要です。

【取組内容】
・県と市町村が連携して設置した「岩手県学校教育ＩＣＴ推進協
議会」を通じたＩＣＴの効果的な利活用を推進します。

・ＩＣＴ活用指導力向上のための教員研修の充実に取り組みます。
・ＧＩＧＡスクール運営支援センター等による広域的な活用支援
に取り組みます。

2023 2024 2025 2026 (年度)

イメージ図

【指標】
授業等でＩＣＴ機器を活用したり、児
童生徒にＩＣＴ活用について指導でき
る教員の割合（％）

現状値 2023 2024 2025 2026

岩手県学校教育ＩＣＴ推進協議会を通じたＩＣＴの効果的な利活用の推進

ＩＣＴの効果的活用の実践と教員研修の充実

ＧＩＧＡスクール運営支援センター等による活用支援

【目標値】※現状値は2021年度の実績値

〔教育委員会〕ICTの効果的な利活用の推進

【社会・暮らしのDX】〔取組③－6〕 政策推進プラン 「教育」
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【工程表】



【目指す姿】
情報を適切に活用し、問題発見・解決していくために必要な

「情報活用能力」を、子どもたちの学習の基盤となる資質・能力
として育成していきます。

【現状と課題】
・ＧＩＧＡスクール構想により整備された児童生徒１人１台端末
等のＩＣＴ機器を効果的に活用し、児童生徒の情報活用能力を
育成していく必要があります。

【取組内容】
・育成すべき情報活用能力の体系表の作成と普及に取り組みます。

・情報活用能力育成のためのカリキュラム・マネジメントを推進
します。

・児童生徒向け情報モラル教育指導資料を作成・配付します。

2023 2024 2025 2026 (年度)

イメージ図

現状値 2023 2024 2025 2026

情報活用能力育成のためのカリキュラム・マネジメントの推進

児童生徒向け情報モラル教育指導資料の作成・配付

情報活用能力の体系表の作成と普及

【目標値】※現状値は2021年度の実績値

【指標】
授業等でＩＣＴ機器を活用したり、児
童生徒にＩＣＴ活用について指導でき
る教員の割合（％）

〔教育委員会〕児童生徒の情報活用能力の充実

【社会・暮らしのDX】〔取組③－7〕 政策推進プラン 「教育」
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【工程表】



【目指す姿】
児童生徒の健やかな体を育成するため、ＧＩＧＡスクール構想

により整備された１人１台端末等を活用し、将来的には児童生徒
が健康・運動に係る保健管理等を自ら行うことを目指します。

【現状と課題】
・運動時間の減少、肥満である児童生徒の増加等の課題があるこ
とから「運動」「食」「生活」習慣の形成に向けて相互に関連
付けた一体的な取り組みが必要です。

・児童生徒１人１台端末等のＩＣＴを活用した保健管理等を充実
していく必要があります。

【取組内容】
・ＩＣＴを活用した保健管理等に関する調査研究に取り組みます。
・「運動」「食」「生活」習慣を総合的に支援する新チャレンジ
カードをベースとした児童生徒のための健康づくりサポートシ
ステムを１人１台端末等へ導入することについての検討及び研
究に取り組みます。

2023 2024 2025 2026 (年度)

【指標】
運動やスポーツをすることが好きな
児童生徒の割合（％）

ICTを活用した保健管理等に関する調査研究

児童生徒のための健康づくりサポートシステム
仕様・構築・調達検討 調達・導入準備・運用準備

【目標値】※現状値は2021年度の実績値

児童生徒のための健康づくりサポートシステム
導入・運用

現状値 2023 2024 2025 2026

〔教育委員会〕健康面への配慮（６０プラスプロジェクト）

【社会・暮らしのDX】〔取組③－8〕 政策推進プラン 「教育」
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【工程表】



〔教育委員会〕

【目指す姿】
・遠隔教育の充実等により、小規模校等の教育の質の確保、障がいや不登校
等の特別な支援が必要な児童生徒の多様な教育的ニーズ的に対応した教育
機会の保障を図ります。

・高校の早期の段階から理数分野への興味・関心を涵養し、理系人材やデー
タを収集・分析・利活用できる人材の輩出を加速します。

【現状と課題】
・中山間地域の多い本県では、小規模高校においても生徒のニーズに応じた
質の高い授業等を提供していく必要があります。

・障がいのある児童生徒へのＡＴ（アシスティブテクノロジー）やＩＣＴ機
器を活用した教育活動の充実が求められています。

・不登校児童生徒等への教育機会の確保が求められています。
・全ての高校生がデータサイエンス・AIの基礎となる理数素養や基本的情報知識
を習得することや、大学の理系学部への進学率向上が求められています。

【取組内容】
・配信拠点から質の高い遠隔授業を配信します。
・特別支援学校におけるＡＴやＩＣＴ機器等の効果的な活用を促進します。
・長期入院や不登校となっている児童生徒へのＩＣＴ機器を活用した授業配
信等に取り組みます。

・各高校の探究的な学びをSTEAMの視点から深め、データの収集・分析・利
活用に基づく課題解決型学習を推進します。

2023 2024 2025 2026 (年度)

イメージ図

【指標】
配信拠点からの遠隔授業を受信す
る高校（校）

現状値 2023 2024 2025 2026

多様な教育ニーズに対応する教育機会の提供

【社会・暮らしのDX】〔取組③－9〕 政策推進プラン 「教育」

【目標値】※現状値は2021年度の実績値

COREハイスクール構想事
業による遠隔授業の実証 特別支援学校におけるATやICT機器等の活用促進

不登校児童生徒等への授業配信

遠隔授業の継続的な実施・質の向上

データの収集・分析・利活用に基づく課題解決型学習の推進 62

【工程表】



〔教育委員会〕

【目指す姿】
教員等育成指標に基づき、教員が整備されたＩＣＴ環境を最大

限に活用することにより、個別最適な学びと協働的な学びを一体
的に充実させていきます。

【現状と課題】
・学校における情報化の実態調査（文科省Ｒ４.３時点）によると
本県の教員のＩＣＴ活用指導力は69.0％で全国の75.2％に比べ
低い状況にあります。

【取組内容】
・ＧＩＧＡスクール運営支援センターによる機器トラブル等への
ヘルプデスクによる対応と訪問指導等の充実を図ります。

・ＩＣＴ支援員によるＩＣＴを効果的に活用した授業実践の支援
の充実を図ります。

・総合教育センターで実施するＩＣＴ活用研修の充実を図ります。

2023 2024 2025 2026 (年度)

イメージ図

GIGAスクール運営支援センター等による広域的な活用支援

ＩＣＴ支援員による支援の充実

総合教育センターによるICT活用研修の充実

教職員のICT活用指導力の向上と人材の確保

【指標】
授業等でＩＣＴ機器を活用したり、児
童生徒にＩＣＴ活用について指導でき
る教員の割合（％）

現状値 2023 2024 2025 2026

【社会・暮らしのDX】〔取組③－10〕 政策推進プラン 「教育」
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【目標値】※現状値は2021年度の実績値

【工程表】



〔教育委員会〕

【目指す姿】
ＧＩＧＡスクール構想により整備した学校におけるICT環境を

継続していきます。

【現状と課題】
・ＧＩＧＡスクール構想により整備したＩＣＴ機器等を計画的に
更新していく必要があります。

・県立高校では個人所有端末を学校に持ち込んで使用するＢＹＯ
Ｄを推進していく必要があります。

【取組内容】
・児童生徒１人１台端末や大型提示装置等を計画的に更新します。
・高速大容量通信に対応したネットワーク環境の充実を図ります。
・ＢＹＯＤ導入に向けたＥＣサイトによる端末購入を支援します。

2023 2024 2025 2026 (年度)

イメージ図

【指標】
県立高校ＢＹＯＤ普及率（％）

現状値 2023 2024 2025 2026

ECサイトによる端末購入支援

ＩＣＴ機器の計画的な更新

学校におけるICTの活用のための環境の整備

高速大容量通信に対応したネットワーク環境の充実

【社会・暮らしのDX】〔取組③－11〕 政策推進プラン 「教育」
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【目標値】※現状値は2021年度の実績値

【工程表】



2023 2024 2025 2026 (年度)

65

全県統一の統合型校務支援システムの導入

〔教育委員会〕

【目指す姿】
児童生徒の日々の学習や諸調査、健康状態等の多様な教育

データを有効に活用し、データ分析による指導改善に役立て、
教育の質的な向上を図ります。

【現状と課題】
・児童生徒の日々の学習状況や、諸調査等の教育データの分析
等ができる仕組みの導入が必要です。

・デジタル教科書の活用やＣＢＴの導入等、児童生徒１人１台
端末等のＩＣＴ活用を前提とした新たな学びへの対応が必要
です。

【取組内容】
・諸調査等のデータを活用した検証改善サイクルを確立します。

・国の動向等を踏まえたデジタル教科書の活用促進やＣＢＴ等
の導入を検討します。

・全県統一の統合型校務支援システムを導入します。

教育データの分析等

文部科学省ＣＢＴシステム（MEXCBTメクビット）

【指標】
授業等でＩＣＴ機器を活用したり、児
童生徒にＩＣＴ活用について指導でき
る教員の割合（％）

【社会・暮らしのDX】〔取組③－12〕 政策推進プラン 「教育」
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【目標値】※現状値は2021年度の実績値

諸調査等のデータを活用した検証改善サイクルの確立

ＣＢＴ等の導入検討
全県統一の統合型校務支援

システムの検討

デジタル教科書の活用促進

【工程表】



2023 2024 2025 2026 (年度)

学校徴収金等のキャッシュレス化の検討

〔教育委員会〕

【目指す姿】
県内統一システムを導入し、児童生徒の多様な情報を一元管

理・共有すること等により、教育活動の質の改善や、教員の校務
負担の軽減と効率化を図ります。

【現状と課題】
・学校における情報化の実態調査（文科省Ｒ4.３時点）によると、
本県の統合型校務支援システム整備率は40.5％で、全国の
79.9％に比べ大幅に低い状況にあります。

・教職員の勤怠・服務管理等のシステム化や、学校徴収金等の
キャッシュレス化等による校務負担の軽減が必要です。

【取組内容】
・全県統一の統合型校務支援システムを導入します。
・教職員の勤怠・服務管理等のシステム化を検討します。
・学校徴収金等のキャッシュレス化を検討します。

【指標】
統合型校務支援システム整備率（％）

現状値 2023 2024 2025 2026

ICT推進体制の整備と校務の改善

【社会・暮らしのDX】〔取組③－13〕 政策推進プラン 「教育」
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【目標値】※現状値は2021年度の実績値

全県統一の統合型校務支
援システムの検討 全県統一の統合型校務支援システムの導入

システム等の棚卸・検証、
及び改善の必要性の検討

勤怠・服務管理等のシステム化の検討

【工程表】



【社会・暮らしのDX】〔取組③－14〕

〔ふるさと振興部〕

【目指す姿】
MaaS、ICカード等の導入拡大や、交通ビッグデータを活用した公

共交通の運行経路・ダイヤの最適化などにより利便性が向上し、公共
交通の利用が促進され、地域の足が維持・確保されます。

【現状と課題】
三セク鉄道・バスの年間利用者数 (単位：万人)

・モータリゼーションの進行や人口減少、新型コロナウイルス感染症
の影響等により公共交通の利用者数は大きく減少を続けており、地
域の足が失われるおそれがありあます。

→利用者を拡大する利用促進や、運行の効率化が必要です。

【取組内容】

2023 2024 2025 2026 (年度)

【指標】
三セク鉄道・バスの一人当たり年間利
用回数（回）

現状値 2023 2024 2025 2026

ビッグデータ分析の結果を
活用した地域公共交通
計画の策定

ビッグデータ分析による地域公共交通計画の定量的評価・必要に応じた見直し

交通ビッグデータを活用した交通需要分析・利用促進等

(H29) R1 R2 R3

2,195 1,978 1,269 1,214

県内におけるMaaSの導入拡大、ICカード導入支援策の検討

・ICカード等の導入拡大による乗降データや、携帯電話位置情報に基づく人流・滞留などの公共交通需要を示
すデータ（交通ビッグデータ）により、コロナ禍で変化した移動需要を的確に把握し、地域の生活の足を維
持・確保するための新たな地域公共交通計画を策定し、地域公共交通体系の再構築を行います。

政策推進プラン 「居住環境・コミュニティ」
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【目標値】※現状値は2021年度の実績値

【工程表】



2023 2024 2025 2026 (年度)

新たな災害情報システム等の情報収集・研究

【社会・暮らしのDX】〔取組③－15〕

〔復興防災部〕

【目指す姿】
デジタル技術の活用により、災害対応業務のプロセスや災害情

報収集・共有スキームの変革、安全かつ迅速な避難行動の実践、
二次被害リスクの軽減などを実現し、今後発生が見込まれる広域
的かつ大規模な災害への対応力を強化します。

【現状と課題】
・住民の避難対策へのＡＩ活用、広域応援を想定した全国一律の
防災情報システムの整備・標準化など、防災DXの推進は、今
後の防災体制の強化を図るうえで必須となる課題です。

・ドローンについては、安全機能、精密飛行、画像撮影等の面で
高性能化が進み、人によるアプローチが困難なエリアでの要救
助者捜索、災害発生直後の被災状況把握や緊急物資の搬送など
災害対応の各場面での更なる活用が期待されます。

【取組内容】
・新たな災害情報システム等の情報収集・研究や災害時のドロー
ンの利用促進など、災害対応に係る様々な場面でデジタル技術
の活用を促進します。

【指標】
災害時にドローンを活用している市町
村及び消防本部の数（団体）〔累計〕

現状値 2023 2024 2025 2026

防災ＤＸの推進

津波がきます。○○へ
避難してください

政策推進プラン 「安全」
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【目標値】※現状値は2021年度の実績値

災害用ドローン導入モデルの研究・作成

市町村等へのドローン導入に向けた技術的な助言支援

【工程表】



【社会・暮らしのDX】〔取組③－16〕

〔環境生活部〕

【目指す姿】
地球温暖化防止に向け、県民や事業者、行政が一体となった県

民運動を展開し、温室効果ガスの排出削減対策を推進します。

【現状と課題】
・令和元年度（2019年度）における本県の温室効果ガス排出量は
1,318万9千トンと、基準年（2013年）比で8.7％減となってお
り、令和32年度（2050年度）の温室効果ガス排出量の実質ゼロ
に向けて、県民や事業者、行政の連携により更なる取組が必要
です。

【取組内容】
・県民の省エネ行動の成果をホームページ上で分かりやすく表示
する「いわてわんこ節電所」を運営し、省エネや再エネの取組
状況を県民に分かりやすく示すとともに、地球温暖化に関する
情報を随時発信し、県民や地域による自主的な地球温暖化防止
への取組を促進します。

2023 2024 2025 2026 (年度)

【指標】
わんこ節電所家庭のエコチェック参加
者数（人）〔累計〕

現状値 2023 2024 2025 2026

温暖化防止いわて県民会議を中心とした県民運動の展開

いわてわんこ節電所による省エネ取組の情報発信

WEBサイトを活用した省エネ行動の見える化

政策推進プラン 「自然環境」
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【目標値】※現状値は2021年度の実績値

【工程表】



【社会・暮らしのDX】〔取組③－17〕

〔総務部〕

【目指す姿】
県税の多様な納付方法を提供することで、いつでもどこでも県

税の納付ができる環境を整備し、県民の利便性向上を図ります。

【現状と課題】
・コンビニエンスストア及びクレジットカードでの納付を推進して
いるとともに、スマートフォン決済アプリでの納付が可能です。

・一方、納付が可能な税目が一部となっていることから、対象を
拡大することが求められています。

【取組内容】
・県民の利便性向上を図るため、コンビニエンスストアやキャッ
シュレス決済での納付の推進及び周知を行います。

・また、キャッシュレス決済に対応した税目等の拡大を図ります。

2023 2024 2025 2026 (年度)

イメージ図

県税の多様な納付方法の推進

行政経営プラン

キャッシュレス決済（クレカ・スマホ決済アプリ）
対応税目及び納付方法の拡大に向けた事前準備

コンビニエンスストア・キャッシュレス決済（クレカ・スマホ決済アプリ）での納付の周知及び推進

本格運用
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【工程表】



【社会・暮らしのDX】〔取組③－18〕

〔出納局〕

【目指す姿】
県の手数料をキャッシュレスでも納付可能とすることによって、

多様な手段での納付方法を提供し、県民が納付しやすい環境を整
備します。

【現状と課題】
・県の手数料は、主に収入証紙による納付となっていますが、行
政手続のオンライン化などに対応して、キャッシュレスなどの
多様な納付方法が求められています。

【取組内容】
・県手数料の納付について、行政手続のオンライン化などに対応
したキャッシュレス化など多様な納付方法を検討・導入すると
ともに、今後の収入証紙のあり方についても検討します。

2023 2024 2025 2026 (年度)

【指標】
キャッシュレス可能な手続数（件）

〔累計〕

現状値 2023 2024 2025 2026

さらなるキャッシュレス化の検討・導入、今後の証紙のあり方検討

県手数料の多様な納付方法の導入

行政手続のオンライン化などに対応したキャッシュレス化の検討・導入

現状 目指す姿

収入証紙を申請
書に貼って納付

キャッシュレスでの納付

手続のオンライン化

行政経営プラン
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【目標値】※現状値は2021年度の実績値

【工程表】



【社会・暮らしのDX】〔取組③－19〕

〔環境生活部〕

【目指す姿】
消費者目線での強化や現場の働きやすさの向上に向け、取組を

進めていきます。

【現状と課題】
・国（消費者庁）において、消費生活相談のデジタル化に向けた
検討や地方自治体における実証実験が行われており、今後、国
の動向を踏まえながら、本県における消費生活相談のデジタル
化に向けた検討や対応が必要となっています。

【取組内容】
・国の消費生活相談のデジタの相談機能ル化に向けた動向を把握
しながら、電話や対面での相談に加え、ウェブフォームやメー
ルの活用など、消費者のニーズや属性、相談内容に応じた相談
手法や情報提供の多様化に向けて検討します。

2023 2024 2025 2026 (年度)

デジタル化に向けた検討

消費生活相談のデジタル化

行政経営プラン

72

【工程表】



【社会・暮らしのDX】〔取組③－20〕

〔医療局〕

【目指す姿】
県立病院において、患者ニーズや状況に応じて外来診療や入

院時説明などに活用できるオンライン支援環境を整備し、患者
サービスの向上及び業務の効率化を図ります。

【現状と課題】
・感染症対策のため、医療現場においても人との接触を減らすな
ど「新しい生活様式」への対応が求められています。

・広い県土の中、限られた医療資源等を有効活用するため、特に
現在は医師が診療応援先病院へ出向いているところ、デジタル
技術を活用した業務改善等が求められています。

【取組内容】
・県立病院の電子カルテと連携し、患者と医療機関の双方が利用
しやすい「オンライン診療等支援機能」を開発・導入すること
でオンライン診療等を活用しやすい環境とします。

2023 2024 2025 2026 (年度)

【指標】
ビデオ通話を用いたオンライン診療等
の導入病院数（施設）〔累計〕

現状値 2023 2024 2025 2026

モデル病院での運用

追加機能や利用範囲（業務）の検討

追加機能開発、導入病院の拡大など

オンライン診療等の活用推進

電子カルテ

①オンラインの診察
や説明の予約管理

②事前に患者等へ案内メール等

④オンライン診療や説明
を実施（電カル端末か
らWebRTCサービスに
接続してビデオ通話）

③案内中URLクリックでオン
ライン診療・説明に接続

患者・家族

Webサーバ

※「Web Real-Time 
Communication」
の略称でシンプルな仕組みでウェブブ
ラウザ等を用いたリアルタイム通信を
提供するもの

WebRTC
サービス※

行政経営プラン

73

【目標値】※現状値は2021年度の実績値

【工程表】
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・５Ｇサービスなどの情報通信基盤の整備促進

・デジタル人材の育成

・デジタルデバイド対策、ＩＣＴリテラシーの向上

・デジタル技術を活用した多様な手段による情報発信

④ ＤＸを支える基盤整備
各分野のＤＸを推進するため、その基盤となる以下の取組を進めます。

【取組一覧】

取組 取組の名称 取組の概要

④-1 デジタル人材の育成・デ
ジタル活用支援

・県民や企業等へのＤＸの普及啓発、デジタル人材を育成する
取組を推進します。
・県民の情報リテラシー向上の取組を推進します。

④-2 自立・分散型エネルギー
供給システムの導入促進

・事業化を前提とした導入計画の策定や設計等を進める市町村
等の取組を支援します。
・各地域で作り出したエネルギーを効率的に利用する取組を推
進します。

３ 計画の基本方針と具体的な取組
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取組 取組の名称 取組の概要

④-3 情報通信インフラの整備
促進

・５Ｇサービスエリアの早期拡大にむけ、通信事業者、市町村等
と連携し、基盤整備を促進します。
・関係機関と連携し、携帯電話の基盤整備を促進します。

④-4 市町村のＤＸ推進の取組
支援

・自治体情報システムの標準化・共通化等を着実に進めるため、
アドバイザーの派遣等により市町村の取組を支援します。
・大学等と連携した人材育成セミナー等の開催により、市町村
のデジタル人材の育成を支援します。

④-5 インターネットによる情報
発信の強化

・インターネットやSNSを活用した積極的な情報発信と新たな広
報手法の研究と実践に取り組みます。
・広報に関する研修を通じた職員の能力向上に取り組みます。

３ 計画の基本方針と具体的な取組



〔ふるさと振興部〕

【目指す姿】
誰もがデジタルを利活用できる環境整備や、デジタル人材の育成

などにより、デジタル技術を利活用した地域課題の解決や県民の利
便性向上を図り、県民の豊かな暮らしを実現します。

【現状と課題】
・人口減少や少子高齢化、労働力不足など様々な課題の解決にむ
け、強力にＤＸを推進していくため、デジタル技術やデータを駆
使し、アイディアを具現化し新たな価値を創造することができる
デジタル人材の育成などを進める必要があります。

・誰もがデジタルを利活用できるようにするため、情報リテラ
シー向上を図る必要があります。

【取組内容】
・最新のデジタル技術の利活用事例を紹介するフェアの開催等に
よる県民や企業等へのＤＸ普及啓発を行うとともに、大学等と連
携した人材育成セミナー、研修会等の開催によりデジタル人材を
育成する取組を推進します。

・デジタルの活用に不安がある住民に向けたデジタル活用の支援
会の開催など、情報リテラシー向上の取組を推進します。

2023 2024 2025 2026 (年度)

イメージ図

【指標】
デジタル人材育成関連セミナー受講
者数（人）

現状値 2023 2024 2025 2026

デジタル人材の育成・デジタル活用支援

【ＤＸを支える基盤整備】〔取組④－1〕 政策推進プラン 「教育」「社会基盤」

普及啓発・情報リテラシー向上の取組の推進 76

デジタル人材の育成

【目標値】※現状値は2021年度の実績値

【工程表】



【ＤＸを支える基盤整備】〔取組④－2〕

〔環境生活部〕

【目指す姿】
各地域においてエネルギーの地産地消が進み、災害時において

も一定のエネルギーを賄う自立・分散型エネルギー供給システム
の構築が進むことを目指します。

【現状と課題】
・東日本大震災の被災をはじめとした県内各地域において、防災
拠点となる公共施設等への再生可能エネルギー設備の導入が進
んでいますが、今後は、地域単位での自立・分散型エネルギー
を構築するために、市町村を主体とした取組の推進が必要です。

【取組内容】
・事業化を前提とした導入計画の策定や設計等を進めようとする
市町村等の取組を支援します。

・計画策定にあたっては、ICT を利用した電力の需給状態の可視
化や、情報ネットワークと送配電網を組み合わせることによる
地域内の電力融通、通信機能付きの電力計を利用した地域内の
統合的な電力管理など、各地域で作り出したエネルギーを効率
的に利用する取組を推進します。

2023 2024 2025 2026 (年度)

【指標】
補助金を活用して自立・分散型エネル
ギー供給システムの導入計画を策定す
る市町村等の数（市町村）〔累計〕

現状値 2023 2024 2025 2026

自立・分散型エネルギー供給体制の構築に向けた取組支援

自立・分散型エネルギー供給システムの導入促進

政策推進プラン 「自然環境」

77

【目標値】※現状値は2021年度の実績値

【工程表】



〔ふるさと振興部〕

【目指す姿】
誰もがデジタルを利活用できる環境整備や、デジタル人材の育成

などにより、デジタル技術を利活用した地域課題の解決や県民の利
便性向上を図り、県民の豊かな暮らしを実現します。

【現状と課題】
・各分野のデジタル化、ＤＸを推進するため、５Ｇ等の高速で安
定した通信環境を整備する必要があります。

・携帯電話基地局の未整備箇所について基地局整備を促進する必
要があります。

【取組内容】
・５Ｇサービスエリアの早期拡大にむけ、通信事業者、市町村等
と連携し、大容量高速通信を可能とする基盤の整備を促進しま
す。

・関係機関と連携し、携帯電話の基盤整備を促進します。

2023 2024 2025 2026 (年度)

イメージ図

【指標】
５Ｇ人口カバー率（％）

現状値 2023 2024 2025 2026

市町村の携帯電話基地局整備の取組支援

通信事業者への要望活動

情報通信インフラの整備促進

【ＤＸを支える基盤整備】〔取組④－3〕

78

【目標値】※現状値は2021年度の実績値

【工程表】

政策推進プラン 「社会基盤」



〔ふるさと振興部〕

【目指す姿】
県内の全市町村においてDXが推進するよう支援します。

【現状と課題】
・自治体ＤＸ推進計画の計画期間内（令和７年度末まで）に自治
体情報システムの標準化・共通化をはじめとして多くの取組が
求められており、市町村の計画的な取組の主導・支援をする必
要があります。

・県内小規模自治体を中心に、独自の人材確保や人材育成の取組
を実施できておらず、県による専門人材派遣、人材育成研修等
の支援を求める声があります。

【取組内容】
・自治体情報システムの標準化・共通化や行政手続きの簡素化、オ
ンライン化、ワンストップ・プッシュ型のサービス、マイナン
バーカードを活用した新たなサービスの実現等を着実に進めるた
め、アドバイザーの派遣等により市町村の取組を支援します。

・大学等と連携した人材育成セミナー、研修会等の開催により、
市町村のデジタル人材の育成を支援します。

2023 2024 2025 2026 (年度)

イメージ図

【指標】
市町村デジタル技術利活用サービス
開始件数（件）

現状値 2023 2024 2025 2026

市町村のＤＸ推進の取組支援

【ＤＸを支える基盤整備】〔取組④－4〕 政策推進プラン 「社会基盤」

アドバイザーによる市町村・企業等、地域の取組支援 79

市町村のデジタル技術利活用に係る取組の普及・導入促進

【目標値】※現状値は2021年度の実績値

【工程表】



〔政策企画部〕

【目指す姿】
適時的確な県政情報の発信

【現状と課題】
・県政情報が十分に提供されていると思う人の割合は58％（令和３年
度県政モニター調査）であり、ここ数年はほぼ同水準で推移。高齢
社会の進行やライフスタイルの多様化などに合わせた広報の展開や
充実が求められています。

・県ホームページは、災害時等に随時の情報発信を可能とし、高齢者
や障がい者など多くの方が容易に利用できるよう、ウェブアクセシ
ビリティに配慮することが必要です。

・デジタル社会の進展や普及に対応し、県民が利用しやすい媒体によ
る県政情報の提供に取り組んでいくことが必要です。

【取組内容】
・県ホームページのリニューアル（令和６年４月供用開始）と管理・運営
を行います。

・インターネットやSNSを活用した積極的な情報発信と、新たな広報
手法の研究と実践に取り組みます。

・広報に関する研修を通じた職員の能力向上に取り組みます。

2023 2024 2025 2026 (年度)
【工程表】

イメージ図

【指標】
広報に関する職員研修への参加者数
(人)〔累計〕

現状値 2023 2024 2025 2026

県ホームページの
リニューアル

ホームページの管理・運営

インターネットによる情報発信の強化

新たな広報手法の研究と実践、広報に関する研修の実施

【ＤＸを支える基盤整備】〔取組④－5〕 行政経営プラン
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【目標値】※現状値は2021年度の実績値



【ＤＸを支える基盤整備】

81

人材育成の取組

取組①-５ 公共データの利活用の推進

取組②-３ ものづくり産業を支えるデジタル人材の育成

取組②-５ 職業能力開発の充実によるＩＴ人材の確保・育成

取組②-９ 次世代モビリティ社会を担う自動車関連高度技術者の育成

取組②-11 農林水産業のDX化の推進

取組③-４ デジタル社会に向けた生涯学習・社会教育の充実

取組③-５ デジタル技術を活用したアスリートの競技力向上

取組③-６ ICTの効果的な利活用の推進

取組③-７ 児童生徒の情報活用能力の充実

取組③-９ 多様な教育ニーズに対応する教育機会の提供

取組③-10 教職員のICT活用指導力の向上と人材の確保

各種情報を把握・分析・活用するためのデータ基盤、デジタル技術やデータを活用で

きる人材はＤＸの基盤となるものであり、｢行政のＤＸ｣、｢産業のＤＸ｣、｢社会・暮らしの

ＤＸ｣に掲載した人材育成やデータ利活用に関連する取組を再掲します。



【ＤＸを支える基盤整備】

データ利活用の取組

取組①-２ 保健医療データを活用した健康対策の推進

取組①-４ 警察業務におけるＡＩの活用

取組①-５ 公共データの利活用の推進

取組①-７ 新たなICT技術の活用による業務の効率化

取組①-９ Webシステムの活用による県民等への情報提供の促進

取組①-13 施設維持管理の省力化・高度化

取組②-７ データマーケティングを活用した観光の推進

取組②-10 中小企業者が行う経営力の強化やデジタル技術の活用等による生産性の向上、
新たな事業活動などの取組の促進

取組②-11 農林水産業のDX化の推進

取組③-１ 安心・安全な周産期医療体制構築に向けた情報連携強化

取組③-５ デジタル技術を活用したアスリートの競技力向上

取組③-７ 児童生徒の情報活用能力の充実

取組③-12 教育データの分析等

取組③-14 交通ビッグデータを活用した交通需要分析・利用促進等

取組③-15 防災ＤＸの推進

取組③-16 WEBサイトを活用した省エネ行動の見える化
82



(3) 官民データ活用推進

本計画を「官民データ活用推進計画」に位置付けており、行政や民間の保有する
データを有効活用し、様々なデータに基づき課題解決に向けた取組を推進するため、
次の５つの取組を官民データ活用の推進に関する施策の柱とします。

取組の柱 個別施策（本計画の取組）

(1) 手続における情報通信の技術の利用
等に関する取組（オンライン化原則）

取組①-８ オンラインによる申請・届出等の促進

(2) 官民データの容易な利用等に係る取
組（オープンデータの推進）

取組①-５ 公共データの利活用の推進

(3) 個人番号カードの普及及び活用に係る
取組（マイナンバーカードの普及・活用）

取組④-４ 市町村のＤＸ推進の取組支援

(4) 利用の機会等格差の是正に係る取組
（デジタルデバイド対策等）

取組④-２

取組④-３

情報通信インフラの整備促進

デジタル人材の育成・デジタル活用支援

(5) 情報システムに係る規格の整備及び
互換性の確保等に係る取組（標準化、
デジタル化、システム改革、BPR）

取組①-10

取組①-11

取組④-４

庁内システムのクラウド化の推進によ
る行政コストの削減

庁内基幹業務システムの最適化による
行政コストの削減

市町村のＤＸ推進の取組支援
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３ 計画の基本方針と具体的な取組



(4) いわて県民計画（2019～2028）「長期ビジョン」に掲げる長期的な視点で取り組む｢新しい
時代を切り拓くプロジェクト｣との関連

○ 本計画の着実な推進を通じて、プロジェクトの推進を図ります。

北上川バレープロジェクト

【内容】
(1) 広域的な連携の促進等によるIT産業や学術機関と
の連携など北上川流域の強みを生かした産業振興・
生活環境の更なる充実

(2) 産業分野・生活分野への第4次産業革命技術の導
入の促進と新たな技術を拓く人材の確保・育成

(3) 多様な主体との連携・協働によるプロジェクト推進体
制の構築

84

【本計画の取組】
取組②-３ ものづくり産業を支えるデジタル人材の育成
取組②-４ 建設分野へのＩＣＴの普及・拡大
取組②-６ テレワークの導入支援
取組②-８ ものづくり産業の生産性･付加価値向上の加速化
取組②-９ 次世代モビリティ社会を担う自動車関連高度技術者の育成
取組②-10 中小企業者が行う経営力の強化やデジタル技術の活用等による生産性の向上、

新たな事業活動などの取組の促進

３ 計画の基本方針と具体的な取組



三陸防災復興ゾーンプロジェクト

【内容】

(1) 「防災」で世界とつながる三陸

(2) 多様な交通ネットワークで国内外とつなが

る三陸

(3) ジオパークで世界とつながる三陸

(4) 世界に誇れる食やスポーツでつながる三陸

(5) 次代を担う人材の育成

(6) 多様な主体の参画と協働によるプロジェクトの

推進

【本計画の取組】

取組①-１ ＤＸを活用した震災津波の伝承

取組②-１ 沿岸地域基幹産業DX推進事業

85

３ 計画の基本方針と具体的な取組



北いわて産業・社会革新ゾーンプロジェクト

【内容】

(1) あらゆる世代が活躍する地域産業の展開

(2) 北海道・北東北広域交流圏の形成による交流

人口の拡大

(3) 豊富な再生可能エネルギー資源を生かした地

域の振興

(4) 中山間地域における快適な社会の形成

(5) 地域の未来を担う人材の育成

(6) 多様な主体の参画と協働による地域づくりの

推進

【本計画の取組】

取組②-４ 建設分野へのＩＣＴの普及・拡大

86

３ 計画の基本方針と具体的な取組



農林水産業高度化推進プロジェクト

【内容】

(1) 先端技術の活用等による農業生産性革命

の推進

(2) 豊富で多様な森林資源を活用した林業の

成長産業化の推進

(3) 生産技術の高度化や水産資源の造成等

による攻めの地域漁業の推進

(4) 個性が輝く地域資源を活用した農山漁村

の活性化

【本計画の取組】

取組②-11 農林水産業のＤＸ化の推進

87

３ 計画の基本方針と具体的な取組



健幸づくりプロジェクト

【内容】

(1) 個別疾患を抽出するシステムの構築

(2) 健康・医療・介護データを連結する連携基盤

の構築

(3) ビッグデータを活用した健康対策の推進

【本計画の取組】

取組①-２ 保健医療データを活用した健康対策

の推進
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けん こう

３ 計画の基本方針と具体的な取組



学びの改革プロジェクト

89

３ 計画の基本方針と具体的な取組

【内容】

(1) タブレット等のICT機器を活用した学習

指導方法の研究・開発等による習熟度や

学習環境等に応じた教育の推進

(2) 幼児・児童・生徒の学びや生活に関す

るデータを活用した一人ひとりに応じた学

習指導、生徒指導等の充実

(3) 教育用AIの共同開発など産業界をはじ

めとした関係機関との連携による教育分

野への第4次産業革命技術の導入促進

【本計画の取組】

取組③-７ ICTの効果的な利活用の推進

取組③-12 学校におけるICTの活用のため

の環境の整備

取組③-13 教育データの利活用
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人交密度向上プロジェクト
じん こう

【内容】

(1) 岩手県に関する様々な情報やサービ

スの配信など、いつでも岩手につながる

ことができる環境の整備

(2) 岩手へのつながりが地域活動への多

様な参加や課題の解決などに結び付く

「様々な主体の参画によるネットワーク

の形成」

(3) 情報通信技術（ICT）を活用したライフ

スタイルに合わせた働き方、地域貢献活

動など多様な交流の場の創出

【本計画の取組】

取組②-７ データマーケティングを活用し

た観光の推進

３ 計画の基本方針と具体的な取組



県

岩手県ＤＸ推進本部

有識者会議

【構成】
学識経験者
ＩＴ産業
通信事業者
行政 等

〔民間有識者〕
CIO補佐官 等

支援
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いわてＤＸ
推進連携会議

(産官学金の連携組織)

【構成団体】
経済、金融、農林水産業、
建設業、情報産業、大学、
自治体

大学

国

市町村

事業者

意見・助言

状況報告

知事

副知事（ＣＩＯ）

〔県内のDX推進：ふるさと振興部〕
〔庁内のDX推進：総務部〕
〔各分野におけるDXの取組：各部局〕

(1) 推進体制

連携

連携

(2) 進捗管理
計画の実効性を高めるため、民間有識者の支援や有識者会議の意見・助言を得な
がら、社会情勢の変化やデジタル技術の進展、国の動向等を踏まえ、OODAループ
により各取組の指標の達成状況を評価し、柔軟に計画の見直しを行い、関係団体等
と連携して取組を進めます。

４ 計画の推進体制と進捗管理



用語 解説

アジャイル Agile。「素早い」「機敏な」という意味で、柔軟で効率的なシステム開発によって、迅
速なシステム提供を目ざすというソフトウェア開発手法の総称。

オープンデー
タ

国や地方公共団体、企業などが保有する公共データを、二次利用可能なルールの
もとで、機械判読に適した形式で公開されたデータのこと。

官民データ活
用推進基本法

平成28年12月に施行された法律。官民データの適正かつ効果的な活用の推進に
関し、官民データ活用の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進し、もって
国民が安全で安心して暮らせる社会及び快適な生活環境の実現に寄与することを
目的とした法律。

キャッシュレス
決済

クレジットカードや電子マネー、デビットカードなどを用いることで、現金を使わずに
決済ができる仕組のこと。

クラウド データやソフトウェアがネットワーク上にあるサーバー群（クラウド）にあり、利用者
は自分のコンピューターにデータやソフトウェアを保存することなく、どこからでも必
要なときに必要な機能だけ利用することができるコンピューターネットワークの利用
形態のこと。

情報（ ICT）リ
テラシー

情報を十分に使いこなせる能力。大量の情報の中から必要なものを収集し、分析・
活用するための知識や技能。特に、パソコンやスマートフォンを正しく使い、イン
ターネット等から得られる情報を有効に活用する能力をＩＣＴリテラシーと言う。

チャットボット 人工知能を活用した「自動会話プログラム」のこと。
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５ 用語集



用語 解説

ドローン 無人で遠隔操作や自動制御などにより飛行できる航空機のこと。

デジタルデバ
イド

インターネットやパソコン等のＩＣＴを利用できる人とできない人の間に生じる格差の
こと。利用者の年齢など能力・身体的条件によるものや、超高速ブロードバンドの
利用環境など地理的条件によるものなどがある。

光ファイバ 透過率の高い石英ガラスや高性能プラスチックなどで構成される光の伝送路で、
高速信号を長距離に伝送できるという特徴をもつ。

ビッグデータ ボリュームが膨大でかつ構造が複雑であるが、そのデータ間の関係性などを分析
することで新たな価値を生み出す可能性のあるデータ群。例えば、ソーシャルメ
ディア内のテキストデータ、携帯電話・スマートフォンに組み込まれたＧＰＳ（全地球
測位システム）から発生する位置情報、時々刻々と生成されるセンサーデータなど
がある。

マイナンバー
カード

住民の申請により無料で交付されるプラスチック製のカードで、表面には顔写真と
氏名、住所、生年月日、性別が表示されており、本人確認のための身分証明書と
して、裏面には12桁の個人番号（マイナンバー）が記載されている。ICチップを利用
してオンライン上で安全かつ確実に本人であることを証明できる。

5G（ファイブ・
ジー）

第５世代移動通信システム。「超高速」、「多数接続」、「超低遅延」といった特徴を
持つ移動通信システムのこと。
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５ 用語集



用語 解説

AI Artificial Intelligenceの略。人工知能。人間の脳で行っている学習、推測、分析、判
断などの知的な作業をコンピューターで実現したもの。

BPR Business Process Re-engineeringの略。プロセスの観点から業務フローや組織構
造、情報システムなどを再構築し、業務改革すること。

BYOD Bring Your Own Deviceの略。個人保有の情報端末を業務に使用すること。

CBT Computer Based Testingの略。コンピュータを利用して実施する試験のこと。

CIO Chief Information Officerの略。最高情報統括責任者のこと。

DMP Data Management Platformの略。マーケティングに必要な情報を一元管理できる
システムのこと。

DX Digital Transformation（デジタルトランスフォーメーション）の略。「デジタル（Digital）」と
変革を意味する「トランスフォーメーション（Transformation）」により作られた造語で、
「ICTの浸透が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させること」を意味する。
「デジタルによる変革」を意味し、データやデジタル技術を活用し、これまでなかっ
た価値（ビジネスや仕組みなど）を産み出すこと。

EC Electronic Commerceの略。電子商取引。ネットショッピングなど電子的に行われる
取引のこと全般を指す言葉。
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５ 用語集



用語 解説

GIS Geographic Information Systemの略。地理情報システムのこと。地図データに文字、
数字、画像などを利用した様々な情報を結び付け、視覚的に表示して統合的に管
理・解析をすることができるシステムのこと。

ICT Information and Communications Technologyの略。情報通信技術。情報や通信に
関する科学技術の総称。類似語として「ＩＴ（Information Technology）情報技術」が
ある。

IoT Internet of Thingsの略。「モノのインターネット」と呼ばれ、あらゆるモノがインター
ネットに接続し情報のやりとりをする技術のこと。

OODA （ ウ ー
ダ）ループ

「Observe（観察）」、「Orient（判断）」、「Decide（決定）」、「Action（行動）」の頭文字
を取って造られた造語。柔軟かつ迅速に、問題解決に向けた意思決定ができると
いう特徴を持つ。

RPA Robotic Process Automationの略。これまで人が行っていたパソコン上の定型、繰
り返し作業等をソフトウェアや情報システムで自動化する技術や仕組みのこと。

SNS Social Networking Serviceの略。インターネット上の交流を通じた人と人とのつなが
りや社会的ネットワークの構築を支援するサービスのこと。
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５ 用語集


